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巻頭言
鑑熟ﾔ:、 瀞:.:争輻:.:蝉.韓蕊.:.:.:.､:.:.:母

蕊::報韓.:難、坪.｡.｡.咄･･#

｢経験と歴史」

ﾈl:団法人ilI市環境エネルギー|伽会

小務XIllIIi

長瀬髄彦

政朧交代の風の１１１，本号が(1)ろumにはどの様な愉勢になっているのか、全くＦ断を許さない'１１でj隆頭'『を

吉:かせていただくこととなりました。

渦中にいる人H1は却って全体の状況が分らず、後で帳'〕辺I)、或いは外lYliから言われて、ああそうだった

のか、と魁うことか多いと汁のrjt生巡動」でもみくちやにざｵしたある大学教授から|jlいたことがあります。

そういう意味では、個人の経験というものに過度にこだわらず、便い歴史から徽虚に学ぶ姿勢が必婆と忠い

ます｡

近年、医学や環境学の観点から見た)雁史の著作が数多く}{1版されていますが、本ii&93サでi}lil己mUHll事腿が

ブレイアン．フェイガンの務作につき、時T[にかなった紹介をされています。

杁自身がこの分，}に興味を持ったきっかけは、石川英輪の「大江7iエネルギー事Ii1i」で、｜前１－のものを生

産する際のエネルギー効率を現代と江ﾉi時代とで比較したものでした。これによると、腱作物等殆どのもの

がi':ﾉｺﾞ時代のﾉﾉが桁効率良〈生j)rされてお')、１M代が勝っていたのは鉄41《産くらいでした。

その後'可氏の「入江ｊｉｏｏ事↑li」シリーズを読んでゆく内、↑fいり(il1lI1I)込まれた冴えない江戸時代の'211象

とは全く違う姿がltLえてきました。海外のものでは、｜艮師であるジャレド・ダイアモンドの「銃・病原iIi・

鉄」や「文IﾘI1ji域」等も出版されています。この種の拠業１１KからのfMii雌侵犯？は在来の「ナントカ史観」で

やってきた膝史学打たちには甚だ、白く無いらしく、初期には散々|随された様です。ダイアモンドの菩作は

フェイガンliil様ＩｌＷＩＬ史の視」Mで記述されており、１１本の江)i時代等持続に成功した文明や、グリーンランド

に築かれた北欧人の植民地等悲惨な崩壊の道をたどった文IU1が多数比鮫解説されています。

携えきせらｵしるのは、滅びた文明の担い手は捗続した文明のそれに比べて特段臘かだった訳でもなく、

夫々に知力を尽くしていたことです。発想をあと少し変えていれば、或いは数面年かけて少しづつ忍び寄っ

てきた危機にもう少し111〈気付いていればというl0jihiが後'１ｔから考察すると浮彫とな')、これが総験のみで

なく歴史から学ぶことの意義と言えるでしょう。

１M代は地球jiH模での猟境、エネルギーという観点に'zった議論がかつて雌かつたほどにM1【んであり、その

点では過去にⅢ]壊した文明と同じ轍は踏まないだろうという希望が抱けます。祁市環境エネルギー協会も、

会11各位の御参加御協力のもと、新たな分野との連挑を広め、この様な時代の要請のｉｉｌで意義ある役割を果

たしてゆくべきであると存じます。

都市環境エネルギー第94号３
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環境モデル都市構想の拡がりと可能性

内閣官房地域活性化統合事務局

主査浜島直子

１．低炭素都市推進国際会議200ｓの開催

平成２１年１０月５日、海外の環境先進都市や政府

など７団体、曰本の］３の環境モデル都市を始めと

する意欲ある自治体、市民、企業等、計約１．１６９

人が、パシフィコ横浜に集った。未来の低炭素まち

づくりを考えるために開催されたこの会議では、国

内外の環境都市からのプレゼンテーションを受け、

生活の質の向上と低炭素化との両立を実現すること

の重要さや、官民市民連携の必要性について議論さ

れた。海外都市からは、曰本の環境モデル都市の取

組について、「脱自動車のコンパクトな成長により、

市民には交通費節約というメリットがあり、その分

が地元経済に還元されている｡」（ポートランド)、

｢北九州市との技術連携により、その取組が非常に

参考になっている｡」（大連)、「先進都市も試行錯誤

を重ねながらも取り組んでいる。様々な国が高い目

標に向かっているということを認識することが大

事｡」（ストックホルム）といったコメントがあった。

最後に、「経済活動や生活の質の向上と低炭素化と

の両立、グリーン・エコノミーの創出のための連携

の重要性」「自らのまちが持つ自然・産業・人など

の地域資源を自らの目で見直し、その強みを生かす

方法について、幅広い主体・世代の忌檸のない対話

が必要｡」「協議会には、様々な規模・地域性の都市

が参加しているという特徴がある。我々が率先して

ベストプラクティスを創出していくことにより、国

内外の多くの自治体の手本となることができる。ま

た、互いの持てる資源を活かした、自治体同士の連

携による削減を行うことも可能｡」等の旨がとりま

とめられ、「低炭素都市推進国際会議２００９」は幕

を閉じた。

温室効果ガスの多くが大都市の活動から排出され

ていることに着目した、大都市による低炭素化に向

けた連携は、世界に複数ある（ＥＵの「Covenant

ofMayors（市長の盟約)」Ｃ４０１ＣＬＥｌなど｡）

が、小規模市町村も含む様々なタイプの自治体が低

炭素化に向けて取り組んでいる国は少ない。曰本の

強みとは何か、また、低炭素化の取組により地域を

活性化することが如何に実現性が高いか、改めて考

えさせられる会議となった。

２．環境モデル都市構想とは

環境モデル都市構想は、温暖化問題への対応と、

地域活性化の必要'性、双方の要請から生まれたもの

である。

近年、温暖化問題について、科学的知見の充実等

を踏まえ、２０５０年までに６０～８０％削減、など、

矢継ぎ早に高い削減目標が示されている。しかしな

がら、京都議定書で我が国が約束した「２０１２年

までに１９９０年比６％削減」に対しててさえ、逆に

９％増加している（2007年度）という現状を考え

ると、目標値に向かって具体的に何をすれば良いの

か想像もつかない、という人が多いのではないか。

そこで、目指すべき低炭素社会の姿として地域に応

じた多様なモデルを分かりやすく提示し、その取組

を拡げるために生まれたのが｢環境モデル都市構想」

である。

また、この構想は、日本経済、特に地域における

経済の活性化について、温暖化問題への対応がその

一助となる可能I性があるという観点からも取り組ま

れている、地域活性化プロジェクトである。

３．環境モデル都市募集の経緯

環境モデル都市については、平成２０年４月１１曰

４都市環境エネルギー第94号
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から５月２１日まで募集し、北海道から沖縄、政令

指定都市から人口２０００人の町まで、多様な都

市・地域から８２件（８９団体）の応募があった。

多くの提案が、温室効果ガスの中長期の大幅な削減

目標（２０５０年に半減以上、中期目標としては２０

～３０％の削減）を設定し、その達成に向け、それ

ぞれの地域特性を活かしつつ、地球環境への負荷低

減と地域の持続的な発展との同時実現に取り組む意

欲的な内容であった。

中にはカーボンフリー（１００％削減）の地域の

創出や、国際貢献・吸収源対策等により、地域の排

出量以上の削減効果を得ることを目標とする提案

や、部門間の垣根を越えた対策の検討、経済的手法

も利用した市民行動や都市構造の変革、地域の新た

な経済活力の創出等の画期的な提案があった。

これらの応募提案の中から、有識者委員会の助言

を得て、平成20年度に１３都市が選定された。

市
にす！：‘ノ

＜小規模都市＞下111町、水俣市、宮古島市、橋原

町

く東京特別区＞千代田区

環境モデル都市構想の狙いが、様々な取組を自治

体内で統合的に実現する（統合アブ□－チ)、他の

多くの自治体の手本となるようなモデルを作ること

であることを踏まえ、選定に当たっては、地域間の

バランスや都市・地域の規模等のバランスも考慮さ

れた。

選定された１３都市においては、応募の際の提案

を具体化した、「アクションプラン」を策定し、そ

れを実施していく。アクションプランには、１）

２０５０年前後までの長期及び中期（２０２０～３０年

前後までの期間）の温室効果ガスの削減目標とその

達成に向けた取組方針、２）2009～２０１３年度の

5年以内に具体化する取組内容が含まれる。平成

２１年３月末までに各環境モデル都市において策定

され、４月１０日、選定に携わった有識者委員会へ

環境モデル都市：

＜大都市＞北九州市、京都市、堺市、横浜市

く地方中心都市＞飯田市、帯広市、富山市、豊田 の報告を経て公表された。

田回琿境モデル編市.おびひろ

･牛ふん堆巴等の灯油代替煙料化

･不耕起逓唆

歩行者主役のまちづくり、「地域力｣を活かした低炭素化活動
･四粂通のトランジットモール化.網街路への自助血演入抑制溥

･京郁の凪旧を残した低炭累家厘の菅及｡｢平成の京町家｣のＩＣ股

･｢エコ町内会｣、『エコ学校｣毎地域ぐるみの力を活かした取組

京都市
１４７万人

富山市コンパクトシティ戦略によるCO2

ﾊﾘ誠叶団

･路面剛血ネットワーク

･公共交通沿線への住み替え隣導

盈山市
42万人

低炭索型コンビナート形成､低炭素型ライフスタイル

･メガソーラー､大型燃料電池､省エネ股備導入等

.まちなかソーラー発耐所(10万世帯に太陽光発電股置）

･池畑産典を活かしたコミュニティサイクルシステム

堺市
８４万人 Ｊ■

省エネ型都市づくり､エネルギー効率向上
･中小ピル省エネ化

･地域冷咽田胞股の高度化.測水熱利用

千代田区
４５万人

アジアの田塊フロンティア部市･北九州市

･先巡技術を活かした｢低炭累200年街区」

･エ咽未利用館を周辺地域に供給

北九州市
99万人

Ｊ
・
Ｆ
』

知の共有･沮択肢の拉大･行動促進による市

民力発揮で大祝市型ゼロカーポン生活を実現
･再生可脆エネルギーを2025年までに10倍に

．省エネ住宅への経済的インセンティプ付与

柧浜市

365万人
】

|警鰯i嬢ｉｉＩｙ:IWI蝿
|･竹辱のﾊﾞｲｵ健料化

水俣市
3万人

市民参加による自然エネルギー導入.低炭素街づくり
･熟供給システムを四人住宅へ展開
･街区n位で両生可能エネルギーを利用

飯田市
11万人圧木同バイオマス地域、田モデル＄粟

･木質ベレット生産専による而田型森林経営

･凪力発晒を2050年度までに40甚肥贋

福原町
50020人

先蟷田坑技術活用による街づくり､エコ･カーﾗｲﾌ
.「低炭衆社会モデル地区｣に先辿国境技術を先行導入
･次世代自動血共同利用システム.太田光充函インフラ

サトウキビ毎による地産地消型エネルギーシステム
･バイオエタノール懲料利用､バガス(サトウキビ残泣)発唖

･ＣＯ２フリー自助in社会の実現

図－１項境モデル都市における主な取組

都市環境エネルギー第94号 ５

北の轟林共生低炭緊モデル社会･下j1１

･育ちの早いヤナギで炭素固定｡煙料に活用。

･地域黙供鯰塵10導入。

下111町
39百人
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このアクションプランの実施に向け、関係省庁に

よる重点的な支援がなされている。具体的には、例

えば、平成２０年度第二次補正予算では、環境省に

おいて環境モデル都市を対象とした補助率１００％

の予算（２０億円）が組まれたほか、「低炭素社会

に向けた技術シーズ発掘．社会システム実証モデル

事業」（経済産業省、平成２０年度第一次補正予算

４０億円）においても、多くの環境モデル都市のプ

ロジェクトが採択されている｡また、「低炭素地域

づくり面的対策推進事業」（環境省）は、環境モデ

ル都市への支援の必要性から、平成２０年度の４億

円から、平成２１年度には９．９億円までに拡充され

た。

更には、平成２１年３月１７曰に改訂された、「太

陽光発電の導入拡大のためのアクションプラン」に

おいては「｢環境モデル都市」（現在】３都市）につ

いては、我が国における太陽光発電の導入をモデル

として牽引していくべきものであり、その取組みを

支援するとともに、先進的な技術等の実証実験の場

やショーケースとして活用する｡」とされている。

が、複数の環境モデル都市に対し、企業の側から、

温暖化関連の技術・商品等について打診があると聞

いている。

環境モデル都市の地域活性化効果は、その自治体

の中のみには限らない。都市と地方など自治体間の

連携による地域活性化効果・経済効果も期待される

ところである。具体的には、森林・バイオマス資源

等への資金導入、地方の環境資源を活用した研修の

実施、逆に都市の先進技術の地方での活用等が考え

られる。都市の企業にとっても、社会的責任投資と

いう意味合いに留まらず、企業内コミュニティの創

出、ひいては団塊の世代の受け皿の創出など、その

メリットは年々大きくなってきていると思われる。

環境省のオフセット・クレジット（J-VER）制度

の活用を始めとした様々な施策により、これらの取

組が促進されることが期待される。

環境モデル都市の取組による地域活性化効果を具

体的に示すため、内閣官房において行った粗い試算

では、今後１２年間で延べ約７万人の雇用創出効果

があると試算された。これは、各都市において行わ

れる対策量等から、波及効果を含まずに算出した、

いわば純粋な数字である。実際に環境を糧に都市が

活性化するイメージ、「環境と経済の両立」が具体

の都市で実現しつつある姿を、この数字から掴んで

いただければ幸いである。

４．環境モデル都市による地域活性化効果

環境モデル都市は、自治体を挙げて温暖化対策に

取り組み、かつそれを契機にまちを活性化させよう

という自治体であるから、環境モデル都市内外の企

業にとっては、ビジネスチャンスの宝庫となる可能

性がある。例えば、北海道下川町ではバイオコーク

スといった次世代燃料など、草木からのバイオマス

の新用途開拓事業が進んでおり、これは、成功すれ

ば鉄鋼業における石炭コークスの代替としても利用

できる、大きな可能性を秘めた新技術である。北九

州市や豊田市においては、「見せる」ための先進技

術を集中導入する街区の整備計画がある。宮古島市

では、平成２１年度、環境と文化を組み合わせた多

様なメニューのエコツアーの大規模実施計画を策定

する。堺市では、「ＳＡＫＡＩエコ・ファイナンスサポ

ーターズ倶楽部」と銘打って、金融機関が温暖化関

連の金融商品メニュー（エコリフォーム金利優遇、

環境配慮企業優遇融資等）を用意し、その情報を堺

市が一元的に提供する仕組みが開始される。そのほ

５．「環境モデル都市構想」の今後の展開

環境モデル都市の募集については､前述のとおり、

多数の応募があり、選定団体以外にも、大幅な低炭

素化の削減目標を設定し、その達成に向けて地域特

性を生かした意欲的な取組を提案した団体等が多数

あった。こうした状況を踏まえ．環境モデル都市の

選定を契機に、我が国における低炭素社会づくりに

向け、住民や産業界など幅広い主体を巻き込んだラ

イフスタイルやビジネススタイルの変革等につなが

る大きなうねりを地域のレベルでも確実なものにす

るための体制として、平成２０年１２月１４日に「低

炭素都市推進協議会」を立ち上げた。立ち上げ以降

も、多くの団体が続々と参加を表明し、現在、８５

の市区町村、４６都道府県のほか、関係省庁１２、

６都市環境エネルギー第94号
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－－圏圏弓一一
★環境モデル都市の取組を水平展開させるため、意欲ある自治体等により創設。

※2008年12月１４日設立｡2009年10月５日現在、167団体が参加。

（柵成員:瑠境モデル都市､意欲ある市区町村､都道府県､省庁､政府樋関）

取組の裾野を拡大。★「環境モデル都市」を先頭に、以下の取組により、

鱗羅議麓:蝋彌墜
2009年10月５日(於:横浜）

｢低炭素都市椎准国際会職2009」

各のnji

・ベストプラクティスのＩ･ロ

図－２「低炭素都市推進協議会」による取組の裾野の拡大

モデルの確立等により、低炭素化のためのまちづく

りによる地域活性化のモデルを構築し、普及させよ

うとするものであり、その検討テーマとしては、

｢グリーン・エコノミー創出施策の展開｣、「低炭素

社会の地域連携モデルの構築」の二つがある。ワー

キンググループの活動を通じた、自治体間の交流・

連携による切蹉琢磨を通じ、各都市の取組内容が高

度化され、その中から全国に普及させるべき優良事

例（ベストプラクティス）を創出し、各地で展開し、

日本全体を低炭素社会へと牽引していく。

さらに市民・事業者・大学等を巻き込み、その

活力を活用し、低炭素なまちづくりを行っていくた

めには、国内外への情報発信も肝要である。冒頭に

挙げた「低炭素都市推進国際会議２００９」も、そ

の観点から低炭素都市推進協議会が主催したもので

ある。

環境モデル都市構想の地域活性化プロジェクトと

しての成功の行方、低炭素都市推進協議会が我が国

全体の低炭素化を牽引する原動力として成長してい

く姿に是非注目していただきたい。

関係政府機関２５、全体で１６８団体が加入している

(平成２］年１０月５日現在)。

本協議会では、施策ごとに設けるワーキンググル

ープにおける活動や、自治体間や関係機関の情報共

有を通じ、環境モデル都市の取組を普及・拡充させ

ていく。ワーキンググループについては、平成２１

年度には、都市．地域の低炭素化施策推進ＷＧ、グ

リーン．エコノミーＷＧ、という２つが設けられ、

それぞれ活動している。

都市．地域の低炭素化施策推進ＷＧ（コーディネ

ーター：北九州市）は、既成市街地の再整備等を進

めるに当たって重要な、都市基盤・施設の整備、住

民等の協力の仕組みの構築、その評価手法の構築の

ため、市区町村と省庁が協同で課題を研究しようと

するものであり、「都市の環境性能評価の手法の検

討｣、「低炭素モデル街区・地域の実現」の二つのテ

ーマを検討する。

グリーン．エコノミーＷＧ（コーディネーター：

横浜市）は、温暖化対策と地域活性化との両立のた

め、地域の様々な主体の巻き込みや新たなビジネス

都市環境エネルギー第94号７
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低炭素まちづくりに向けた研究

国土交通省国土技術政策総合研究所 建築研究部環境・設備基準研究室

室長足永晴I言

最近の情勢

２００９年２月、オバマ大統領はアメリカ復興・再

投資法（Ａｍｅ｢icanRecove｢yandReinvest‐

ｍｅｎｔＡｃｔｏｆ２００ｇ）に署名を行った。７８００億

ドル規模の本法案においてクリーンで効率的なエネ

ルギー開発は重要な柱の－つとされており、再生エ

ネルギーの開発や省エネルギー建築物に５００億ド

ルが計上されているという。５００億ドルは米国の

ＧＤＰ０５％に相当する多大な金額である。その使

途は、アメリカ合衆国エネルギー省（United

StatesDepa｢tmentofEnergy）のホームペー

ジで閲覧できる。

英国のスターン・レビューでは温暖化による経済

損失を最小限とするため世界のＧＤＰの1％を温暖

化対策へ毎年資金投入するべきと指摘されている。

曰本でＧＤＰ1％は４兆円に相当し、これを使うと曰

本の年間の新築住宅１５０万戸分の太陽電池を無償

設置できる。予算措置は国の問題として、研究する

側の問題としてどのような技術が効果的であるかを

見極めなくてはいけない。

２０５０年までの長期目標として現状から６０～

８０％の削減を掲げる曰本だが、２００７年度の温室

効果ガス排出量全体は２００６年度比］％増であっ

た。特に、住宅、オフィス、運輸部門における消費

が増加要因として指摘されている。この問題は、建

築、都市のエネルギー需給のあり方に深く関わって

いる。生活者の行為はそう簡単に抑制できないと思

われるので、都市活動を支える建築、都市のエネル

ギー効率を更に向上させるための技術開発が求めら

れている。そして、まちづくりの中で具体的取り組

みと共に低炭素化を推進していく必要があると考え

られる。

建築・都市の低炭素化

現代社会では個々の建築物が要求する電気、ガス

等のエネルギーを賄うため、これらを系統的に供給

するシステムが構築されている。芯かにはエネルギ

ーの供給側と需要側の間に都市的仕掛け（複数の建

物を取り纏めて扱うシステム）を導入している地域

が存在する。理想的には、供給側、需要側、都市

(都市的仕掛けに相当する）の３段階からエネルギ

ー効率の最適化制御をかけるという考え方（ホ□ニ

ック、スマートグリッドなど）にいきつく。建築物

が集積した都市の単位でエネルギーシステムを見た

場合、個々の建築物の努力だけで十分な最適化を図

ることは難しいことは明らかである。都市的仕掛け

を有効に活用しながら、供給・需要側の努力と共に

全体の効率をあげていく視点が重要である。

建築・都市の低炭素化について図１を用いて説明

する。１）現在の都市はエネルギー需要に即して系

統供給を行うシステムである。２）建築単体の対策

を導入すると、エネルギー需要が減り、これに伴い

系統供給曇および二酸化炭素発生量が削減される。

具体的な対策として建物の断熱、高効率ヒートポン

プ、ＬＥＤ等の導入が考えられる。３）都市的対策を

導入すると更にエネルギー需要が削減される。都市

的対策として、地域冷暖房、マイクログリッドとい

った地域レベルの設備設計が考えられる｡これらは、

分散電源の廃熱利用を伴うことから図中には．ジェ

ネレーションの効果として建築単体と共に記載して

いる。建築的対策と都市的対策によりエネルギー需

要は最小化される。４）再生可能エネルギーの活用

により、系統供給もしくは分散電源に投入される化

石燃料が再生可能エネルギーに代替される。その結

果、二酸化炭素発生曇を更に削減することが可能に

８都市環境エネルギー第94号
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なる。

２）３）４）の対策は実際には||頂不同に行われる

ものであり、導入コストや施工のし易さなどで採用

時期は異なると考えられる。建物の更新状況、協議

会の設置など地域性も影響するだろう。キャップ.

アンド・トレード炭素税など経済、社会的要因も

影響するかも知れない。様々な不確定要因が存在す

るものの、これらの対策に応じて省エネルギー、省

ＣＯＥ効果を定量的に把握する手法を開発することが

急務である。

個々の事業計画とは別に長期的視点から都市の省

ＣＱ性能を計測する基盤ツールは、これまでほとん

ど存在しなかった。国土技術政策総合研究所は、科

学技術振興調整費「地域水素エネルギー利用システ

ムの研究」（平成１７～１９年度）において、水素の

導入による地域の省エネ評価手法を開発した。この

解析技術を継承・発展させることにより、省ＣＱ、

経済性等から都市システムの最適化を図る技術開発

が可能になると期待される｡同様の取り組みとして、

財団法人建築環境・省エネルギー機構による「サス

テナブルタウン調査委員会～分散型エネルギーシス

テムの面的利用による街区のサステナビリティ向上

に向けて～」（平成２０年３月）があげられるが、再

生可能エネルギーや水素の問題は取り上げられてい

ない。

総合技術開発プロジェクトについて

国土交通省は平成２１年度より総合技術開発プロ

ジェクト「低炭素・水素エネルギー活用社会に向け

た都市システム技術の開発」を実施している。その

概要を以下に説明する。

近年､中国・インド等の発展蒜上田の成長に伴い、

化石燃料の需給を圧迫し、価格が高騰するなど不安

定な状況が発生しており、エネルギーについて化石

燃料への過度の依存から脱却することは喫緊の課題

となっている。一方、化石燃料に代わるエネルギー

媒体として有望視されている水素及び燃料電池技術

を活用した都市エネルギーシステムの確立が、温暖

ＣＣ２ ＯＣ２

｢-=1,J亙一 系統供給
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一■■■■■■■■■■

省エネ

(単体）
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需要
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釧
蝋 iii

駅

エネルギー

禰要
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1)現在の都市 建築単体の対策の導入2）

002都市 系統供給都市系統供給 0ｍ

掘
罹
農

卜 唄
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０

３)都市的対策の導入４)再生可能エネルギーの活用
(分散電源システム等を含む）CGSｺｰｼﾞｴﾈﾚｰｼﾖﾝｼｽﾃﾑ

Ｏｍｅ=鹸化炭素排出量(供給施股効率等で変化）
寵再生可能エネルギー

図－１建築・都市の低炭素化の基本的考え方
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1．地域内や建物内における水素配管敷設等建設技

術に関する開発

燃料電池等の水素利用の要素技術について現在開

発が進められているが、水素を地域スケールおよび

建物内で活用していくには、まだ検討すべき課題が

多く残されている。現行の都市ガスと同等の取り扱

いを行うためには、特に安全を確保するための技術

体系が必要になる。本研究では､水素配管の安全性、

漏洩対策技術（検知・防爆・耐震等）に関する実験

的な検討を行い敷地・建物・設備に水素を安全に

導入するための配管技術に関する指針を策定する。

化対策としても、同分野で国際競争力を確保するた

めにも、国家的な課題として位置づけられている。

しかし、化石燃料への依存から脱却した社会を構築

するためには、）||下の個々の建築物におけるエネル

ギー需要（負荷）の削減からlll上のエネルギー供給

における効率向上までを結びつける都市エネルギー

システムの構想とそれを支える技術開発が不可欠で

ある。都市全体として、経済性を考慮しつつ、ＣＯ，

排出星、化石燃料への依存度を低下させる方策が必

要である。

本研究では、①都市で水素を安全に利用するため

の配管敷設等の技術体系を整備し、②建築側のエネ

ルギー需要を削減するための負荷削減、高効率機器

の活用法を検討し、③都市エネルギーシステム評価

プログラムによるＣＯ２排出量、化石燃料依存度、経

済性の解析を行うことで、化石燃料に依存しないエ

ネルギー媒体である水素を用いた都市エネルギーシ

ステムの実現に向けて検討を進める。水素活用社会

のイメージを図２に示す。

２．都市エネルギーセンターを中心とする業務建築

用水素活用トータルエネルギーシステム技術の開

発

化石燃料への依存から脱却した社会を構築するた

めには、建築物において一層のエネルギー需要（負

荷）の削減を図る必要がある。水素及び燃料電池を

活用するためには、建築物で使用されるエネルギー

需要について精度良＜予測する手法の確立が必要で

水素配管敷設段階
鱗紅烹F1,締

鑿雪２
－－句
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図－２水素活用社会のイメージ
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を、経済性を考慮しつつ都市全体として評価する手

法が必要である。本研究では、街区・都市スケール

を対象として、水素及び燃料電池、ならびにその他

低炭素化技術の導入による効果を検証するための都

市ＣＯＰ計曇ツール、地域レベルの需要予測モデルの

開発を行い都市エネルギーシステムの最適設計手

法に関する検討を行う（図３)。

ある。また、業務用建物のエネルギー消費の多くを

占める空調・搬送用エネルギーに関する効率向上も

課題となる。本研究では、需要側のエネルギー使用

効率向上技術として、中央式空調システム、分散式

空調システムの性能評価実験から空調用熱源の特性

を把握し、省エネ設計手法の検討を行う。また、建

築物の種類別のエネルギー需要・室内負荷の予測手

法を確立するために、冷熱・温熱・電力（照明・

ＯＡ・その他）使用状況の整理を行う。 おわりに

再生可能エネルギーは建築をエネルギー問題から

開放する可能性を秘めている。その中で水素が果た

す役割について行政、専門家、実務者を交えて討議

を行い、研究情報と共に公開する予定である。低炭

素まちづくりに向けた検討はまだ始まったばかり

ａ水素エネルギーシステムに係る化石燃料依存度

の評価手法の開発

水素及び燃料電池技術を活用した都市エネルギー

システムを確立するためには、ＣＯ２排出量、化石燃

料依存度を低下させるために導入される各種技術 だ。
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~低炭素社会の実現に向けた｢環境ﾓﾃﾞﾙ都市･京都｣の取組～

京都市環境政策局地球温暖化対策室担当課長中山雅永

１本市の概要

京都市は、人□１４７万人、面積８２７９kｍ2．市

域の４分の３を占める森林に囲まれ、まちの中を流

れる鴨111,桂１１１などの111には鮎が生息するなど、豊

かな自然に囲まれた姿は「山紫水明」と称されてき

た。平安京遷都以来永年にわたり豊かな自然との共

生の中て都としての歴史を積み重ねてきた本市は、

我が国の国宝の約２０％、重要文化財の約１５％を

有する歴史都市、文化都市である。また、豊かな自

然との調和を図る様々な暮らしの知恵が施された町

家は優れた都市景観を形成し、国内外から、年間

５０００万人を超える観光客が訪れる国際観光都市

でもある。更に伝統産業の匠の技と先端技術とが

融合し、数々のイノベーションを生み出す、ものづ

くり都市、人ロの１割が学生である大学のまち、世

界に冠たる宗教都市、芸術都市など、様々な特性を

有する世界でも稀有なまちである。そして、国の学

制創設に先立ち、町衆の手で曰本初めての学区制小

学校を設立した自治の伝統と進取の精神を持ち、新

しい時代を切り拓くエネルギーに満ちた人々が住む

まちである。

産業部門（１６８％）の順となっている（表1）。

次に部門ごとの基準年からの推移（図２）をみる

と、産業部門では１９９０年以降減少傾向を示し、

運輸部門でも１９９６年をピークに減少傾向を示し

ているが、民生部門（家庭・業務）ては増加傾向を

示している。
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図－１京都市における温室効果ガス総排出量の推移

表－１ 温室効果ガス排出歴の京都市と全国の比較

璽無２京都市の温室効果ガス排出状況

京都市における温室効果ガスの総排出里は、

］９９６年の７８０万tＣＯ２をピークに減少傾向を示

し、２００７年では７３５万t-ＣＯ２（電気の使用に伴

う排出係数は地域係数を採用)となっている(図１)。

基準年に比べて、全国では９０％増加しているの

に対して、京都市では４８％（３７万t-ＣＯ｡）減少

している。また、２００７年の二酸化炭素排出量を

部門別にみると、民生・家庭部門（２８２％)、民

生・業務部門（２Ｓ９％)、運輸部門（２４８％)、
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４，覺境モデル都市・京都」の取組

２００８年４月に、国は、温室効果ガスの大幅な削

減などに高い目標を掲げ、先駆的な取組にチャレン

ジする都市「環境モデル都市」を選定し、その行動

計画の実施に伴い必要となる予算等の支援を優先か

つ重点的に行い、成果を国内外に向けて情報発信す

ることを目的に､全国の自治体から提案を募集した。

本市は、これまでの先進的な取組に加え、京都のま

ちの特性をさらに高めるとともに、地域力、知的資

源を活かす提案を作成し、２００９年１月に「環境モ

デル都市」に選定された。その提案内容に基づいて

２００９年３月に策定した｢環境モデル都市行動計画」

における取組について紹介していきたい。

３京都市のこれまでの取組

京都市は、１９９７年１２月に開催された「ＣＯＰ３」

(気候変動枠組条約第３回締約国会議）と京都議定

書の誕生を契機に、市内の家庭から排出される使用

済みてんぷら油を用いたバイオディーゼル燃料化事

業（写真１）（生成されたバイオディーゼル燃料は、

本市のごみ収集車及び市営バスの燃料として利用し

ている｡）や、地球温暖化対策に特化した全国初の

条例の制定（京都市地球温暖化対策条例)、市民、

事業者及び行政によるパートナーシップ組織「京の

アジェンダ２１フォーラム」による協働事業の推進、

中小企業にも取り組みやすい独自の環境マネジメン

トシステムである「ＫＥＳ・環境マネジメントシス

テム・スタンダード」の構築を始め、２００２年に

開設したＣＯＰ３開催記念館「京工．□ジーセンタ

ー」を核とした環境教育・環境活動支援（写真２）

など、環境への負荷の少ない持続可能なまちの構築

を目指し、議定書誕生の地として、先進的な地球温

暖化対策を進めてきている。

(1)環境モデル都市行動計画の目標

本市の「環境モデル都市行動計画」において、地

球温暖化を防止するためには、温室効果ガスの大幅

な削減が必要であることから、施策ごとの取組によ

る削減見込み量を踏まえ、次のとおり中長期の目標

値を設定した。

①中期目標

２０３０年までに温室効果ガス４０％削減（１９９０

年比）

②長期目標

２０５０年までに温室効果ガスＳ０％削減（１９９０

年比）

このような大幅な削減を達成するためには、ライ

フスタイルの転換や技術革新が必要不可欠であると

言うことを踏まえ、温室効果ガスを「削減する」の

ではなく「排出しない」という観点に立ち、「カー

ボン・ゼロ都市に挑む」ことを、市民、事業者、行

政の基本姿勢としている。
写真－１使用済みてんぷら油の回収

ｉＷ鞭
(2)取組の考え方・全体構成

削減目標の達成に向け、京都のまちの特性をさら

に高めるとともに、地域力、知的資源を活かし、次

の考え方に基づき取り組むこととした。

低炭素社会の実現に向けて重要な要因である交通

問題について、公共交通機関への転換促進等を図る

｢(1)歩くまち・京都」の実現に向けて取り組む。ま

た、歴史的景観をはじめとした魅力ある都市空間を

都市環境エネルギー第94号１３

爵齪

（；夢11魔１
写真－２京エコロジーセンターでの館内学習



創出するため、土地利用方針に応じ「(2)景観と低炭

素が調和したまちづくり｣の実現に向けて取り組む。

二酸化炭素の排出量を大幅に削減し、低炭素社会

の実現するためには、消費生活をはじめとするライ

フスタイルの変革が必要不可欠である。地域力を総

結集し、これを基盤として「(3)環境にやさしい低炭

素型のライフスタイルへの転換」に向けて、市民と

ともに考え、行動する取組を進める。

３７の大学が集まる「大学のまち｣、伝統産業か

ら先端産業までが存在する「ものづくり都市」であ

るという本市の特色ある知的資源を活用し、産学公

の連携の下、「(4)イノベーションをはじめとした低

炭素型経済・生産活動の発展」と「(5)再生可能エネ

ルギー資源の徹底的な活用」に取り組む。

以上の取組の推進を支える財源として「(6)市民環

境ファンド」を創設する。

これら(1)～(6)の分野ごとの取組を、「見えやすく、

わかりやすい」という視点に立って推進するととも

に、「環境にいいことをしていますか？」という意

味で欧米において使われている「ＤＯＹＯＵ

ＫＹＯＴＯ?」を合言葉に市民、事業者との協働に

より取り組む。

(3)シンボルプ□ジェクト

車優先から公共交通優先への転換、環境負荷の少

ない建物などの「低炭素型まちづくり」と、季節感

を大切にする生活、「打ち水」「しまつの心」「門掃

き（かどはき)」など伝統的な知恵を生かした、新

しい「京都流ライフスタイル」への変革や技術革新

(イノベーション）に的を絞り、中長期目標として

設定した大胆な削減に向けた取組の第一歩として次

のシンボルプロジェクトを定め、取組内容を具体化

した。（図３）

①人が主役の道づくり、まちづくりを目指す

「歩くまち・京都」戦略

②「低炭素景観の創造」を目指す「木の文化を

大切にするまち・京都」戦略

③「ＤＯＹＯＵＫＹＯＴＯ?」ライフスタイルの

転換と技術革新

シンボルプロジェクトについては、それぞれに市

民会議を設置し、施策の企画段階から市民の皆様と

一緒になって考え、行動につなげていく取組を既に

始めている。
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四条通のトランジットモ
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図－３「環境モデル都市行qib計画」におけるシンボルプロジェクトと取組の展開例
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①「歩くまち・京都」 在する「ものづくり都市」であることを活かし、産

学公の連携のもと、高度な知的資源を活用して、

｢京都環境ナノクラスター」（文部科学省採択事業）

など、最先端の環境技術の研究開発を推進するとと

もに、環境と調和した産業・商業施策を推進してい

く。

１つ目のシンボルプロジェクトである、人が主役

の道づくり、まちづくりを目指す｢歩くまち・京都」

戦略は、交通の観点から人を主役に考えた低炭素型

のまちづくりを進めるものである。

人の移動手段としてのクルマヘの過度芯依存から

｢モビリティ・マネジメント施策」により自発的な

転換を図るほか、これらを補完するための移動手段

としての公共交通の利便性向上や、歩道拡幅による

快適な歩行空間の確保と公共交通優先の取組を内容

とするトランジットモール化といった取組を進めて

いく。更に、環境負荷の少ない次世代型自動車の普

及促進を目指し、電気自動車の充電施設を市内に

３３箇所整備する。

(4)自然エネルギーの普及に向けた取組

本市では、温室効果ガスの排出削減には、自然エ

ネルギーの活用が重要であるとの考えから、住宅用

太陽光発電設備の設置助成を２００３年度から開始

し、国における助成が一時中断されていた時期も引

き続き助成を行い、太陽光発電設備の導入促進を図

ってきた。－万、公共施設においても「京都市公共

建築デザイン指針」に基づき、太陽光発電や太陽熱

利用などの再生可能エネルギーの導入を率先的に行

ってきた。

更に、２００９年度からは、住宅用太陽光発電設

備の設置助成額を１ｋＷ当たり４万5千円から５万円

に引き上げるともに、景観規制区域（市街化区域面

積の９割以上を占める｡）において所定の手続きを

行い景観配慮型の発電設備を設置する場合にはさら

に３万円上乗せを行い１ｋＷ当たり８万円に弓|吉上げ

るなどの拡充を行った。

②「木の文化を大切にするまち・京都」

２つ目のシンボルプロジェクトである「低炭素景

観の創造」を目指す「木の文化を大切にするまち・

京都」戦略は、建築物への対策を中心に、自然との

共生により育んできた「木の文化」を大切にし、景

観に配慮し環境負荷を低減した持続可能なまちづく

りを目指すための取組である。

坪庭などの京町家の伝統の知恵と最新の環境技術

を生かした、「平成の京町家」の研究開発とモデル

の建設や、建築物の環境性能を評価するＣＡＳＢＥＥ

の京都版を策定し、これを核とした低炭素景観建築

物認証制度を創設すること、市内産木材の利用促進

による森林整備、そして、「新景観政策」よる低炭

素型まちづくりを進めていく。

５おわりに

本市では、環境モデル都市行動計画に掲げた中長

期的な目標をもとに、京都議定書次期枠組を視野に

入れた温室効果ガス排出量の削減を目指すために、

現在、「京都市地球温暖化対策条例」の改正に取り

組んでいるところである。

持続可能な都市、「永遠の都（みやこ)」としてあ

り続けるためにも、本市は今後とも．「ＤＯＹＯＵ

ＫＹＯＴＯ?」（環境にいいことしていますか？）を合

言葉にあらゆる施策を融合させ、市民、事業者の

皆様とともにオール京都で共に考え、汗して、国内

外のモデルとなるような低炭素社会の実現を目指し

ていく。

③ライフスタイルの変革とイノベーション

３つ目のシンボルプロジェクトはｒＤｏＹｏｕ

ＫＹＯＴＯ？￣ライフスタイルの変革と技術革新（イ

ノベーション)」である。

ライフスタイルの変革は、家庭において環境に配

慮した取組を進めることで温室効果ガスの排出里の

削減を目指すものである。「京エコロジーセンター」

で育成をしている「エコサポーター」の方などによ

る、町内会、学校、企業へのサポートによるエコ活

動の推進、エコポイントカーボンオフセットによ

るエコ活動市民参加の仕組みづくり、３Ｒから２Ｒ

への転換を図るまちづくりへの支援を進める。

また、大学や伝統産業から先端技術産業までが存

都市環境エネルギー第94号１５



わが街づくり

舂曰部市のエコまちづくり

秋村成一郎舂曰部市副市長

１．はじめに－春日部市の概要

舂曰部市は、都心から３５キロメートル圏、関東

平野のほぼ中央、埼玉県の東部に位置しています

(図－１参照)。人□は約２４万人で面積は約６６kｍｇ、

うちＤｌＤは約２４kｍ2です。

当地を起源とする鎌倉時代の武家・舂曰部氏にち

なんで現在の表記に改められました（1９４４（昭

和１９）年までは表記は「粕壁町」でした)。 露
「ＦＬ１Ｌ人叺早AIC口#IEAﾗﾏ刃Ｊ8.-'-1エイ．〒Ｉどｕ３－Ａ⑩

図－－２

２陸上交通の要衝

5BGz-L=３Ａ

學NEiEi態Ｉ因Ｗ

雛

蕊
ｕ■

参議勇
ﾌﾟ鶚 熟図－１春日部市の位圃

江戸時代には、江戸と曰光を結ぶ日光街道粕壁宿

の宿場町であるとともに、利根１１|水系の舟運で栄え

たところで、現在の栃木、干葉、東京などと水上交

通で結ばれていました。このため、現在でも当時の

寺社仏閣や土蔵などが残っています。

最近ではＴＶアニメの「クレヨンしんちゃん」の

まちとして国内外で知られるようになりました。平

成２１年４月からは舂曰部市の「子育て応援キャラ

クター」として、曰本一子育てしやすいまちづくり

に貢献してくれることになりました（図－２参照)。

１６都市環境エネルギー第94号

図一ｓ春日部市は陸上交通の要ｉｉｉ

舂曰部市には主要交通幹線軸の交差が2箇所あり

ます。鉄道は東武伊勢崎線と野田線が舂曰部駅で、

また国道４号バイパスと国道１６号が市内東方の

｢庄和ICJで交差しています（図－３参照)。

現在、東武伊勢崎線は、東京メトロ曰比谷線、半

蔵門線・東急田園都市線と相互直通運転をしている

－万、鬼怒川、曰光、尾瀬まで－本で行けます。

また、東武野田線で２１分程のJR大宮駅を経由し

て、東北・上越・長野新幹線との接続も良好です。



３．低炭素都市づくりへ向けた最近の活動

舂曰部市は、平成］9年３月に春日部市環境基本

条例を制定した後、平成２０年１２月に内閣府の主

導で発足した「低炭素都市推進協議会」に加入した

のに続き、本年４月には「春日部市環境都市宣言」

を行いました。

これらの活動と並行して昨年度、国土交通省の

｢先導的都市環境形成総合支援事業（通称「工．ま

ちづくり」事業)」の実施都市に選定されたのを受

け､今年度までの2年間で計画策定を進めています。

本稿では、初年度（平成２０年度）に検討された

内容を抜粋して紹介します。

５．都市環境の現況と問題点の把握

Ａ、CO2排出量の把握

(1)舂曰部市全体のCO2排出愚

実態調査等により積み上げた推計値を他団体が公

表しているものと比較し、その妥当性を検証しまし

た。その結果が表－１であり、両者の推計値がほぼ

一致しました。

表－１舂曰部市のCO2排出囮の推計値比較

（単位：t-CO2/年）

qDbiM⑭Ｅ三

４．エコまちづくり計画策定上の基本方針

他事例の調査結果に基づき、本計画の策定を始め

るのにあたり基本方針を次のように定めました：

①体系的な計画づくりを行う。

②実施するエコ施策の選定にあたっては的確な評価

指標を用いて行う。

③目標年次とそれまでに実施すべきエコ施策の内容

と規模、また所要経費（公共、民生部門別）を算

定する。

なお、具体的なエコ施策を第１段階として展開す

る対象地域を舂曰部市の中心市街地（春日部駅周辺

の約g4ha）としました（図－４参照)。

(2)市内各地域のCO2排出量･ヒートアイランド負荷

市内9地域（図－５参照）毎のＣＯ,排出量・ヒー

トアイランド負荷の推計値は表－２となりました。
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図一ｓ春日部市の地域区分

表－２地域毎のCOP排出園・ヒートアイランド負荷

７

図－４春日部市の中心市街地
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交通
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部Pリ
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部門 合計
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ドロ街
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割合:妬）

1粕BＲ

地域

中心

市街地

中心市街

1ｓ以外

12.800

27.300

Iq900

5ａ７ＯＯ

33.900

19.200

57,600

105.200

0０

８７

２内枚地域 15.800 19.600 8.300 43700

３＄松地域 38`300 31.400 llpOO 80,700

A豊野地域 22.000 2ａｌＯＯ 7.600 5.700 ４

5.武皿地域 19.000 91.400 180200 128,600

6.豊悪地城 40,100 61.700 21.600 123.400 ３

7.庄和地域北部 24.100 5POO 6,000 35,100 、

a庄和地城東爾毎 12.100 33.200 １０．１００ 55.400

9.庄和地域蘭部 ５７､500 10.000 7.500 ７５．０００

合計 269ＰＯＯ ３４ａＯＯＤ 143400 760.400 ４５

地域面稲(ha） 94(ha） 全市の１．４船

世帯数(世帯） 2901(世帯） 全市の３．１船

業務床面稲(㎡） 312,791(｢Tr） 全市の２１．９％



表－４中心市街地におけるＣＯ２の発生源
(3)中心市街地のCO2排出麺･ヒートアイランド負荷
中心市街地の６ゾーン（図－６参照）毎のＣＱ排

出霞とヒートアイランド負荷の推計値は表－３のと
おりです。

ａ課題の抽出と実現方策の検討

Ａ目標年次と目標値の設定

目標年次を２０２０年、２０５０年の2時点とし、削

減目標値をそれぞれ「埼玉県地球温暖化対策実行計

画」の25％、「ＧＢ北海道洞爺湖サミット首脳宣言」
の５０％としました（後者の目標値は「温室効果ガ

ス」が対象ですが、その８割近くを占めるＣＯ２の目

標値に順用しました)。またヒートアイランド負荷

の削減目標値もCO2のものと同じとしました。

図－６中心市街地のゾーン区分

表－３ゾーン毎のCOど排出団・ヒートアイランド負荷

Ｂ評価指標の設定

基本方針に沿ったエコ施策を評価するため、

B／Ｃに加え、新たに次の3指標を設定しました：

・Ｅｃｏｌ／Ｃ１：施策を1億円で実施した場合に中

心市街地で削減される年間CO2排出量

●Eco2／Ｃ２：施策を1億円で実施した場合に中

心市街地で削減される年間ヒートアイランド負

荷量（年間低減温度）

●Eco3／Ｃａ：施策を1億円で実施した場合に中

心市街地で増進される来街者の年間延べ滞在時

間に来街者数×平均滞在時間）

なお、ＢとＥｃｏｌ～Eco3の4便益・効果は－部相

互に影響し合うため、本計画では「便益・効果のた

めの投資額の計上を、ＢＥｃｏｌ～ＥＣＯＳの順」と

しました。例えば、Ｅｃｏｌの効果はＣとＣ１の両方か

ら、ＥＣＯＳの効果はＣとＣ１～Ｃｓの全ての投資から

得られるものと整理しました。

B、中心市街地におけるＣＯ２発生源の把握

実態調査等をもとに中心市街地におけるＣＯ２の発

生源を把握したところ、表－４のとおりになりまし

た。
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自動車 家庭 業務 計〈□

ﾋｰﾄｱｲﾗﾝ

ﾄﾞ負荷
(飴）

①駅周辺

ゾーン
2２ 1３６ ４３６ ５９４ 9７

②東北
ゾーン

9８ 1６ 1３３ 3４７ 9４

③西北
ゾーン

203 4０ 820 1.165 ｇｏ

④西南
ゾーン

234 2２ 667 1,023 ９５

⑤東南
ゾーン

２１０ １５１ 269 630 9２

⑥古利根
川ゾーン

8９ 8９ ２

①～⑤の
平均

1５５ 1３３ 465 752 9４

Ａ中心市

街地平均
1３６ 1１６ ３６１ ６１３ ８９

Ｂ春日部
市平均

４１ 5３ 2２ 1１５ ４５



□削減目標値達成に必要な経費の算定

２０２０年、２０５０年の各目標年次における削減

目標値の達成に必要な経費の概算は、表一ｓのとお

りです。

Ｃエコ施策の抽出と評価

(1)エコ施策の抽出（ロングリストづくり）

中心市街地に有効と考えられるエコ施策を抽出し

たところ、表－５のとおり合計７３になりました。

表一ｓ概算覇業費

(2)評価と選定（ショートリストづくり）

前述の評価指標を用い、抽出された７３のエコ施

策を評価し、選定ました。

評価にあたっては、施策が施設．設備の場合は費

用（Ｃｉ）の算定に耐用年数を考慮するとともに、

各施策の適用の上限を設定しました。

選定に当たっては､評価点が高いことはもとより、

まちの賑わいを阻害しない効果（Ecoi）の総量

が多い、市民生活全般の質（安全'性、快適性等）の

向上に寄与､早期の実現・効果の発現が期待できる、

の4点を加え、優先順位の整理をした上で、最終的

に目標年次と削減目標値を達成するための４９のエ

コ施策を選定しました（表－５参照)。

行政経費の年平均値は、ＣＯ２排出壁、ヒートアイ

ランド負荷低減量の両者向け合計で、２０２０年の

中間目標時までは約２億ｓ千万円、その後２０５０年

の最終目標時までは約１億５千万円で、平成２１年

度予算の一般会計普通建設事業費（約６５億9千万

円）と比較すると、それぞれ約３．５％、２２％とな

ります。

表－５エコ施策の抽出

７．おわりに－今後の予定と課題

Ａ今後の予定

平成２］年度は計画案で提案された民生部門のエ

コ施策の円滑な実施のための条件整理を地元関係者

と協同で検討し、計画を策定する予定です。

その際、必要な社会実験等の内容、計画の実行の

ための行動計画も、併せて計画に盛り込みます。

日課題

エコ対策上の効果が十分解明されていない事項

(例えば、風の道や水の道)、公的財政支援無しでは

進捗しづらい事項（例えば．大規模商業店舗のＣＯ２

削減対策)、今後一段の技術開発と普及が求められ

る事項（例えば、地中熱利用ヒートポンプ）等の課

題について、舂曰部市のエコまちづくりの実施の中

て、関係者と協議・協力または支援要請してまいり

ます。

また、新政権の政策目標への対応のため、本計画

案の見直しを必要に応じて行う予定です。
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２００７年歴

(現況:今回柾8+価）
５７．６００（t-CO2／年）

１０３℃

(事例に砥づく仮定団）
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(ｎ行曲舘■）
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Ｉ､茂亭、Ｔ
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４３．２００（t-CO2／年）
＜２５，（14円ＣＯ《t-CO2：の､l減＞

２０１匹円
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建設レポート

リコンストラクションエ事の実施と環境負荷

低減の効果

池袋地域冷暖房株式会社

１．はじめに

当社は池袋副都心再開発事業の一環として発足

し、昭和５３年４月より操業を開始した。

熱製造プラントはサンシャインシティの地下にあ

り、２４時間３６５日体制で冷水・蒸気を製造し、東

池袋地区１２のお客様（廷床面積は６０万㎡）に熱

を安定して送り続けている。（図1参照）

２．リコンストラクション計画

操業開始後約２０年が経過した頃には、機器の'性

能劣化が進み、今後の熱供給に支障がでることが危

慣されていた。

また、熱需要の変化、省エネや環境問題への関心

の高まり等、操業当時に比べ当社を取り巻く社会状

況も大きく変化してきた。

これらの問題点を整理し、過去の熱需要の調査・

解析と今後の需要予測を考慮したシミュレーション

を行い、機器構成の見直しと最適システムへの再構

築を目指した「リコンストラクション計画」を策定

した。

これに基づく全面更新工事は平成１４年に開始さ

れ、平成１９年度に竣工し最適システムでの運用を

開始した。

本文末尾に表２リコンストラクション計画策定

時の問題点及び目標と対策を示す。

３．設備概要

図２に全面更新工事竣工後のシステム構成を示

す。当社冷熱源機器には、氷蓄熱設備と電動ターボ

冷凍機と蒸気式吸収冷凍機があり、水管ボイラにて

所内用と温熱用の蒸気を製造している。

また、冷熱源機器の－次エネルギーには、電気と

ガスを併用しており、これを最適システムとしてベ

ストミックスに運用することにより、大幅な省エネ

ルギーと電力負荷平準化、環境負荷低減を図ること

吸京面労働、蟹､、センター

＝句l■９－ｺ。

、１万JIj鍾阜雲霞。
、

、】、
‐‘千一エ

。有蕊町線ilUj也袋ＺＲ

、
図－１供給エリア

２０都市環境エネルギー第94号
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図－２システム栂成

表－１氷蓄熱設備と過流園ターボ流圃調整範囲
モード、及び表1の①通常放熱モード（変流量制御

採用）の二つであった。

しかし、さらなるピーク電力の削減と運用性の向

上を目指し、②ピークカットモード（ピーク電力調

整用：瞬発力を持たすため熱交換器を倍増し、通常

モード比で約２倍の放熱が可能）を設け出力の大幅

な向上を図□熱量と流量を必要時にダイナミック

に供給できる運用性の高い出力向上型氷蓄熱設備を

導入した。

５．週流鬮ターボ冷凍機と蓄熱設備の最適運用

週流量ターボと氷蓄熱設備を最適運用すること

で、冷熱源システム全体の効率を大幅に向上させる

ことができた。この最適運用方法について以下に記

す。

図３は冷水往還Ｄ温度差が定格温度差（９℃）の

７０％の時の冷凍機負荷率特性を示し、横軸は冷水

流量（定格流璽基準)、縦軸は冷凍機の負荷率を表

している。

(a）定格流量冷凍機の運転パターン

顧客先冷水流量の増加とともに、負荷率は「①→

②→③→④」と変化し、２台目増段後の冷凍機の負

荷率は②→③（7096-35％）と半減する。

これが冷凍機の部分負荷運転による効率低下の大

きな要因となる。この対策として導入したのが次の

過流量ターボ冷凍機である。

（b）過流量ターボ冷凍機を最適運用した場合

負荷率は「①→②'→③￣④］と変化し、２台目

の増段が抑制できるため最大負荷率は、②→②．

（７０－１００％）と大幅な改善が可能となる。

都市環境エネルギー第94号２１

週リ逼度差が定格（⑨℃)の７０９６の坦合
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が可能となっている。

４．週流邇ターボ冷凍機と蓄熱設備

今回の全面更新工事において、新たに過流量ター

ボ冷凍機と出力向上型の氷蓄熱設備を導入した。表

１に氷蓄熱設備と過流量ターボ冷凍機の流量調整範

囲を示す。

氷蓄熱設備の運転モードは初期仕様では追っかけ
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このように竣工後は高効率かつ地球環境にもやさ

しいプラントへ生まれ変わり、さらに運用面での努

力も組合わさ□計画目標以上の効果が出ているも

のと考えられる。

流量が増え負荷が定格以上となり、２台目増段直

後の負荷率は②￣③.(１００％-50％）と半減する

が、定格流量冷凍機③の３５％と比べ大幅に改善で

きる。

に）過流璽ターボと蓄熱設備を最適運用した場合

さらに部分負荷を低減するために過流量ターボと

蓄熱設備を図３の「①→②,→⑤→⑥一④.」のよう

に運用する。

まず、図３の①→②のような低流量域では、部分

負荷運転となっているターボ冷凍機を停止し氷蓄熱

設備からの放熱に切替えることができる。

これを示したのが図４であり、早朝の低負荷時に

は蓄熱を早めに終了し､ターボから放熱へ切り替え、

午前中のターボ冷凍機の部分負荷運転を低減する。

また、冷熱負荷が週流量ターボ冷凍機の定格以上

となった場合、図3の②￣⑤間のように放熱で必要

分を補うことで増段を抑制する。

これによりターボ冷凍機の負荷率は大幅に改善

し、図３の②￣⑤間は負荷率１００％の高効率運用

となる。これを示したのが図4の１５～１８時であり、

不足分を放熱で補いターボ冷凍機を高効率で運転し

ている。

また、負荷率が一番低下する図３の２台目増段直

後⑥点でも８０％前後の高負荷率運転が可能であ

り、（b）の過流量ターボ２台を増段した直後の③,

の50％に比べても大幅な負荷率改善となる。
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７．おわりに

リコンストラクションエ事竣工後、１年半が経過

し、その効果が期待以上に表れている。しかし、昨

今はさらなる省エネ・低環境負荷の実現が期待され

ている状況である。

このため現在は、より総合効率の高いプラント運

営を行うために中央監視システムの最適化を図Ｄ、

運用データの解析とそのフィードバックを、より適

切かつ迅速に行えるように改善し、運用に生かすこ

とで効率向上を図っている。

今後は、さらにソフト・ハード両面からのシステ

ム改善を検討するとともに、運用面の改善を図Ｄ、

関係者と共に省エネと環境負荷低減に向けた努力を

続ける所存である。

ｅ省エネと環境負荷低減実績

これらの取組みの結果、図５の電気・ガス便用量

に示すように、全面更新工事開始時の平成１４年度

に比べ、竣工後の２０年度は電気・ガス使用壁を約

3割削減することができている。

図ＳのＣＯ２排出原単位とシステムＣＯＰのように、

ＣＯ緋出原単位は６０→４４kg/ＧＪと２７％改善さ

れ、ＣＯ２排出係数の高い昼間電力の使用比率（昼間

電力量÷全曰電力量）も８０％－６０％へと減少す

るなど電力使用の平準化も達成され、大幅な環境負

荷低減を実現している。

また、プラント総合システムＣＯＰについては計

画値ＯＢＳに対し、この数年は概ね０９５前後（販

売ベース）であり、目標以上の成果が上がっている。

２２都市環境エネルギー第94号

回電気ロガス

lIl
蝋Ｉ

蝋
蝋

－Ｗ’

|卜

システムＣＯＰ

〆－瓦耐扇力使用比率

テヘニーーー

ＣＯ２撰Hnmi単位



表－２リコンストラクシヨン計画策定時の問題点及び目標と対策

●

都市環境エネルギー第94号２３

問題点・課題 対策

①熱負荷容量の変化と設備容湿

･冷熱負荷の増加傾向

･温熱負荷の減少傾向

①設伽容璽のiHnlF化

･冷熱：20,78ORT→２L300RT

･温熱：７３T/ｈ－６０Ｔ/ｈ

②既設機器の性能等の劣化 ②最新且つ高効率機器の欄極的採用

･ターボ冷凍機ＣＯＰ５．３５（5℃住）

･'111収式冷凍機ＣＯＰ１８５以上（5℃性）

③環境への配慮

･冷凍機：特定・指定フロン使用

(R－１１，Ｒ-500,Ｒ－２２）

･ボイラ：ＮＯｘｌＯＯｐｐｍ（０国０％換算）

③環境負荷の低減

･冷凍機：代替フロンR-1S4aの採用

･ポイラビ低NOx４０ppm（０２０％換算）

･高効率特高変圧器の採用

･人感センサ連動高効率照明の導入

･エコケーブルの採用

④冷凍機の設(ii容量比と熱製造比

･低負荷対応のターボ冷凍機がない（低負荷時は

吸収冷凍機が主体）

･設備容団比不均衡（ターボ：吸収）

.熟製造比率最適化が困難

④設Uili容量比と熱製造比の適正化

･低負荷対応過流量ターボ冷凍機採用

･設愉容量比（ターボ：吸収）

Ｂ：２一６：４

.熟製造比（ターボ：吸収：氷蓄熱）

５：５：Ｏ→７：２：１

⑤電力負荷の季節較差、日較差 ⑤電力負荷の平準化

･吸収式冷凍機容量拡大とピークカツト

運転（冷熱の高需要期と時間帯）

･氷蓄熱システムの導入

⑥プラント電源の安全性、信頼性向上 ⑥電気設伽全体の安全性．信頼性向上

･特高受変醗設備の二重化による完全無停電保守

の実現

･電源系統の分散（＝系統化）

･高低序配電盤等、系統区分毎に箱体で完全区画

⑦プラントの運用効率改善

･中央監視システムの老朽化

･監視ポイントとデータ屋の不足

⑦殴新の中央監視システムの導入

･熱源機等の遠方発停、遠方監視及びデータ請積

機能の強化

･プラント運用効率改善のための運転支援機能の

導入とカスタマイズ



－海外情報一

海外情報：イエテボリエネルギーの新しい試み

吉之下田大阪大学大学院教授

スウェーデンやデンマークなど北欧の大都市では

熱併給発電や清掃工場排熱と結合した大規模な熱供

給ネットワークが数多く存在している。今回取り上

げるスウェーデンのイエテボリもその代表的な事例

であり、１９ｇｏ年頃より我が国から多くの視察団

が訪問しているので、そのレポートを読まれた方も

多いと思う。筆者がイエテボリに興味を持ったのは

後述するClimateAgreementを知ったのが端緒だ

が、２００５年、２００８年の２回の訪問により、数々

の新しい試みを知ることができた。以下、主要な事

例について紹介したい。

電力使用は天然ガス３％、石油０５％、ヒートポン

プ消費電力１５％に止まっている。

2．ＲｙａＣＨＰプラント

２００６年１１月に操業を開始した天然ガスコンバ

インドサイクルを利用した熱併給発電プラントであ

る。出力は電力２６１ＭＷ、熱２９４ＭＷであり、ス

カンジナビア最大の天然ガスコンバインドサイクル

発電所の一つといわれている。発電効率は４３５％、

排熱回収効率は４８７％で総合効率９２２％である。

Ｆ-－－

１．イエテポリエネルギーの概要

イエテポリはスウェーデンの西海岸に位置するス

ウェーデン第２の都市でおよそ５０万人の人□を有

する。古くは造船・港湾都市として栄えたが、８０

年頃の造船不況による造船業の衰退によって大きな

打撃を受ける。その後、ウォーターフロントを中心

に街を再生し、現在では港湾のほか自動車・ＩＴ産業

等で知られる。ＬＲＴなどの交通網の整備も進めら

れており、その特色あるまちづくりについては文献

１）に詳しい。

イエテポリエネルギーは同市において地域暖房の

他、電力、都市ガス、エネルギーサービス、冷房、

通信サービスを提供している公益法人である。

２００８年度の報告書によれば売り上げの５３９％

が地域暖房、１９４％が電力、１９％が都市ガスに

よるものとなっている。

地域暖房の熱源は、下記のRyaプラントをはじめ

とする熱併給発電の排熱、清掃工場排熱、石油精製

工場の排熱、下水熱のヒートポンプ利用など

７３５％が排熱であり、その他の燃料の過半もほと

んどがバイオ燃料となっており、直接の化石燃料.

ｌｉｉＬ

写真－１ＲｙａＣＨＰプラント外観

写真－２排熱回収ボイラ

２４都市環境エネルギー第94号



蔓

写真－３地域暖房への熱交換器 写真－４地域冷房プラントが併設されたRosenlund

CHPプラント

通常は熱供給を行いながら運転されるが、熱負荷が

不足する場合等には河川水を冷却源として発電する

ことも可能なように設計されている。発電した電力

は電力取引所に卸電力として販売されるため、電力

料金が安くなる夜間や、熱消費が無い夏期には運転

されず、年間の運転時間は４０００時間程度に止ま

る。それでも年間発電曇はイエテボリ市の電力消費

のおよそ３０％に相当する。

発電システムは３基の４５ＭＷガスタービンと１基

の１３７ＭＷ蒸気タービンから構成され、蒸気ター

ビンの排熱が地域暖房熱源として使用される。ガス

タービンと蒸気タービンが1対１で接続されていな

い点、ガスタービンの排熱から蒸気を回収する排熱

ボイラーでも天然ガスが追い炊きに使用されている

点が筆者には目新しいポイントであった。また、写

真－１に示すようにプラントの建屋は－面がガラス

張りで外から機器を見ることができる。これは、将

来もう１基ガスタービンを増設することが可能なよ

うにとの考えから生まれたものであるが、デザイン

的にも非常にユニークである。（ただし、同プラン

トは一般の立ち入ることのできない石油コンビナー

トの中にあり、一般市民は見ることができない）

スウェーデンは電源に占める原子力および水力の

比率が高く、火力発電所の新設増設は高効率の熱併

給発電であっても電源のCO2排出原単位を増加させ

ることになる。この点についてヒアリングしたとこ

ろ、配電を担う企業として、ヨーロッパの大きな亀

カネットワークの中で電力供給の安定性を確保する

ために都市近郊に電源を保有するメリットも狙った

とのことである。

ａ地域冷房の開始

近年、北欧では気候の温暖化や建物内部の発熱璽

増加の影響を受け、冷房の需要が増加している。イ

エテボリエネルギーではこれに応えて地域冷房事業

を開始している。現在のところは病院など２つの建

物に仮供給している段階であるが、将来的には

１５０棟程度の建物を供給対象にすることを計画し、

シールド工法により冷水供給管を建設しているとこ

ろである。

市内中心部のRosenlundCHPプラントに併設

して地域冷房プラントを建設している。冷熱源とし

ては、以下の3つの方式が併用されている。

１）地域暖房の温水（ｇｏ～１００℃）を利用した単

効用吸収冷凍機

２）河川水を利用したフリークーリング（夏期以外

はこれだけで冷熱供給が可能である）

３）電動圧縮冷凍機

上記のように、北欧における地域冷房はその負荷

が暖房負荷に対して小さいことや、低温の河川水が

直接利用できることから、我が国の「地域冷暖房」

とはシステムや省エネルギーのメカニズムがかなり

異なることに留意しておく必要がある。

４．CIimateAgreement

先に述べたようにイエテボリエネルギーでは事業

の一つとしてエネルギーサービスが取り上げられて

いる。エネルギーサービスとは、エネルギー供給事

都市環境エネルギー第94号２５



一供給者（熱供給事業者）の取引単位である供給エ
ネルギー費用（供給熱量）や各種サービスの手数料
が全てこの定額のサービス料金に含まれることにな
る。すなわち、ｋＪやkＷhといった「エネルギーの
供給壁」が取引対象となるのでなく、エネルギーを
供給したことによって最終的に生まれる「空間の快
適さ」を取引の対象としている点がこのサービスの
大きな特徴といえよう。

このサービスの環境ビジネス面での意義は、図一

１に示すように、サービス料金を従来の熱料金と運

用・管理コストの合計より安く設定することによ
り、顧客にとって有利な料金設定となる（また、固
定価格制度となるためにエネルギーコスト変動のリ
スクを回避することができる）と同時に、長期の定

期契約であることから省エネルギーによりエネルギ
ー消費量を減らすことが、イエテボリエネルギー

（エネルギー供給会社）のコストメリットとなり、
エネルギー供給事業者に省エネルギーをおこなうイ

ンセンティブが働く、環境とエネルギー事業者にと

ってWin-winのビジネスモデルとなっていることで

ある。また、エネルギー自由化の流れの中て、顧客

との緊密な関係を維持できることは長期契約と相ま

って経営の安定をもたらすこと、イエテボリエネル

ギーのようにエネルギーコストのあまりかからない

地域暖房サービスにおいては、熱消費の省エネルギ

ー化は同じ設備容量で新規の顧客を拡大できるため

コストメリットが大きいこと等もエネルギー事業者

にとっての大きな意義である。なお、契約料金の決

め方が大きなノウハウとなるが、イエテボリエネル

ギーの場合、市の熱需要のB０％を賄っていること

から、豊富なエネルギー消費実態データを保有して

いることがアドバンテージとなっている。

表－１にはＣｌｉｍａｔｅＡｇ｢eementの現状を示す。

集合住宅とオフィスで全体の過半を占めている。集

合住宅で契約の多いのは、集合住宅の場合戸別の熱

業者が建物内のエネルギーシステムに対する各種業
務をエネルギー需要家（建物所有者）に代わって行
う事業であり、需要家は、設備の選択や保守・運転
管理などの業務､エネルギー料金に関する経理事務、
エネルギー消費や環境影響に関する報告醤作成から

解放されることになる。イエテポリエネルギーでは
この事業を１５年以上続けてきており、事業規模も

売り上げの３５％、１億７０００万スウェーデンクロ
ーネ（約２２億円）／年となっており、契約対象の

床面積は２００７年現在で３５０万,１に達している。

エネルギーサービス契約には以下の６つのタイプ

がある。

１）エネルギーサービス契約

２）ＣｌｉｍａｔｅAgreement

３）パフォーマンス契約

４）監視契約

５）エネルギー・空調分野のコンサルティング

６）インターネットを通じた建物監視

エネルギーサービス契約では、エネルギー消費の

監視・分析、換気システムや冷媒等の公認検査、設

備改修、運用、メンテナンス、管理等を請け負う。

Climateag｢eementは、上記の各種契約の中で

も最も洗練された契約形態とされており、その大き

な特徴は、上記のエネルギーサービス契約における

各種サービス（運用管理を含めて）をイエテボリエ

ネルギーが請け負い、建物の空調部分について年間

を通じて一定の熱環境（室温、例えば「年間を通じ

て２０℃以上｣）に保つことを保証することで、長

期契約を結び、床面積あたり－定額のサービス料金

を受け取るものである。この場合、従来のエネルギ
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計量が行われない（丁度２００８年の訪問時、スウ

ェーデン政府が温暖化対策の一環として、将来的に

戸別の熱計量を義務化することを考えているらしい

との情報が得られた｡）ために住宅暖房で過剰暖房

が起こりやすいものを、ClimateAg｢eementによ

って室温をモーターし、設定以上には上がりすぎな

いよう制御されるために、大きな省エネルギー効果

が期待できる点が大きな原因のようである。

媒の温度差が確保されないことによるプラント側の

エネルギー効率の低下や、熱供給事業報下で熱供給

条件に柔軟性を持たせることができない理由から負

荷に応じた熱媒温度の変更が行いにくい等の問題が

顕在化しているが、これらはC1imateAgreement

と同様な契約形態を取ることで、地域冷暖房プラン

トと建物エネルギーシステムの協調制御・最適化に

より解決することができるので、その導入効果が大

きいことが期待される。しかし、イエテボリでは建

物の断熱基準が厳しいために、そもそも暖房需要が

抑制されているのに対し、冷熱需要が主体の日本で

は熱需要が内部発熱負荷によって大きく変わりうる

ことや、断熱水準もそれほど高くないために契約が

難しいなどの問題がある。

ClimateAgreementの考え方は、熱供給・空調

に限らず照明などにも応用でき、エネルギー供給会

社やその他の企業体による、省エネルギーと収益性

を同時に達成できる新しいエネルギービジネスのモ

デルとして重要な示唆を与えるものと考えている。

ClimateAg｢eementにおいては、建物の室温が

契約条件となるため､その計量が重要な課題となる。

通常はコンピュータによる監視システムで制御され

ているが、顧客が室温に満足していないときは担当

者が契約建物を訪問して温度計測をおこなう。顧客

は一般的に、部屋が正確な契約室温に保たれている

かどうかではなく、居住者による室温への満足度を

問題にしている様子である。この契約では顧客との

契約で設定室温を変更することができるが、暖房時

に室内温度を1℃下げると約5％の省エネルギー効

果が見込まれる。

なお、最近の地球温暖化やヒートアイランドによ

る外気温の上昇は地域暖房を主体とする（Climate

Agreementは個別冷房装置を有する建物の冷房に

対しても適用されることがあるが）イエテポリエネ

ルギーの顧客にとっては、固定価格により暖房負荷

減少によるエネルギーコスト削減の機会を奪うこと

になる。実際、暖冬であった２００７年には顧客の

不満を解消するため料金計算の見直しによる割引を

実施している。

ヒアリングの結果によれば、現状で採られている

省エネルギー対策は運用寶理が主体であり、設備改

修はあまり行われていない。それでも運用管理のみ

で平均２０％の省エネルギー効果を達成している。

具体的には、

・制御システムのパラメータの最適化

・運転時間の最適化

・不具合の感知

・温度モニタリングに基づく過剰暖房・過剰冷房

の防止

等が行われている。

我が国の地域冷暖房においては、需要家側での熱
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大学研究室紹介

北海道大学大学院工学研究科長野研究室

～環境設備工学でのOnly-One技術の創造を目指して

北海道大学大学院工学研究科

空間性能システム専攻教授 長野克則

１．研究室の概要

環境システム研究室（通称、長野研究室）は、

「健康で持続可能な生活環境の創造」を目的として

研究．教育を行っている。当研究室は、兄弟研究室

と呼べる環境人間工学研究室と共に大学院では工学

研究科空間性能システム専攻に属している｡この専

攻は建築系と環境工学系の研究室からなるが、学部

教育においては衛生環境工学コース(旧環境工学科、

元は衛生工学科）を担当している。北海道大学の衛

生工学科は１９５７年に曰本で最初に環境系の学科

として設立され、水環境、大気環境、廃棄物に加え

て、京都大学の衛生工学科や東京大学の都市工学科

にない環境設備系を有することが特徴である。この

２つの環境設備系研究室からは既に４００名以上の

卒業生を社会へ送り出しているが、その多くが設計

事務所や建築会社､エネルギー関連企業やメーカー、

大学や公的研究機関などにおいて活躍している。例

えば、高砂熱学工業㈱､㈱タクマ、新菱冷熱工業㈱、

そしてスズキ㈱の現社長、前社長は我々の環境設備

系の研究室出身であり、我々の誇りでもある。

さて、長野研究室は特に都市の「エネルギーと環

境」を対象に研究・教育に取り組んでいる。現在、

教員３名、技術職員１名、民間からの常駐共同研究

員２名、事務スタッフ２名、博士課程６名（留学生

２名)、修士１３名（留学生３名)、卒論生８名の計

３５名という大所帯となっている。本稿では著者自
身の研究について紹介する。

ルやポリシーをできるだけ貫きたいという意志の下

で活動を行っている。

（１）自ら材料開発に関与する（hOPL開発した材

料を応用してシステムを開発する（step)。最終

的には、実用化を視野に入れた実規模スケールへ

と発展させる（iump)。

（２）自ら機器開発に関与する。そして自らシステム

開発を行う

（３）自ら環境設備の計画・設計に関与し、そして評

価をする

いずれもオリジナリティーを大切にするというこ

とである。（1)は、自ら、または共同で材料を開発し、

それを応用・展開していくもので、常に絶対的なオ

リジナリティーを確保して研究が進められる。材料

開発をするために化学や材料の知識や経験が必要と

なるが、著者の場合には能力を互いに補完し合える

研究員をグループに迎え入れることにより研究開発

能力を強化している。（2)は、自ら機器開発やシステ

ム開発を行い評価することが重要であり、大学が単

にメーカーの製品や商品の性能試験をするような消

費者センター的役割を担ってはならないと自戒して

いる。業界団体やメーカーが大学を機器の性能評価

の権威付けに利用したいという意向を度々目にする

が、このような仕事は公的な試験機関が行うべきこ

とであると考えている。（3)も(2)と同様である。自ら

計画・設計に関与した物件こそ性能評価を行う意味

がある。確かに「測定無くして省エネ無し」である

が、大学の研究としては自身が全く計画・設計に関
与していない施設の性能評価を行っても何のために
なるのであろうかと疑問を感じる。

２．研究スタイル・ポリシー

大学という教育・研究機関に所属して環境設備に
関する研究を行うに当たり、下記に示す研究スタイ
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３．最近の研究成果について

３．１自ら材料開発に関与、システム開発、実規

模スケールへと発展させた事例

～稚内層珪質頁岩を用いたデシカント空調システム

デシカント空調、特にデシカントローターを用い

た潜熱・顕熱分離空調が省エネルギーの切り札とし

て研究開発が進められている。我々は北海道北部に

豊富に産出される稚内層珪質頁岩を原料とする

４０℃以下の低温再生型デシカントローターを開発

し、それを適用した空調システムの研究開発を行っ

ている。稚内層珪質頁岩（ＷＳＳ）とは堆積岩であ

る珪質泥岩が若干変成作用を受けたもので、自律的

吸放湿に有効な4～20,ｍのメソ孔を多く有する天

然メソポーラス材料である（写真１）。一般的な珪

藻土に比べて比表面積や細孔容量が５～７倍大きい

のが特徴である。図１に示す吸着等温線にあるよう

に原石においても］ｇあたりの最大平衡吸湿量は約

２７０ｍｇに達する。我々は平成２０年度からＮＥＤＯ

からの委託事業として3年間にわたり稚内層珪質頁

岩を用いたデシカント空調システムの研究開発に取

り組んでいる。初年度にはこれに塩化物を複合担持

することにより、中湿域から高湿域にかけて吸放湿

性能を増大させられること、そして図２に示すよう

に数十分ごとに吸脱着を繰り返した場合にはＢ型シ

リカゲルとほぼ同等な吸放湿速度が得られることを

見いだした｡本年度、この材料を含有する紙を漉吉、

デシカント□－ターを試作した。現在は本州夏期の

室内外空気温湿度条件を想定して操作条件と服脱着

性能を評価しているところである。今年度末までに

は、デシカントシステム部分のプ□トタイプの開発

を行い、来年度には図３にあるような熱源システム

も含めたデシカント換気空調システムの完成を目指

す。
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３２自ら機器開発やシステム開発に関与した事

例

(1)世界初オールインワンパッケージ型インバータ

ー地中熱ヒートポンプユニット

地中熱ヒートポンプシステム（ＧＳＨＰ）が現実

的で最も高い効率が期待できることから欧米を中心

に年間６０万台以上のマーケットに成長してきてい

る。しかし、国内には量産型の小型ヒートポンプが

ないことが普及の大きなバリアとなっていた。そこ

で我々と暖房機器メーカーが共同で循環ポンプや制

御基盤なども小型ボディの中に内蔵された、従来の

欧米のユニットには無い独創的な地中熱対応のオー

ルインワンワンパッケージ型のインバーター地中熱

ヒートポンプ暖房ユニットを共同開発し、２００４

年から市場投入した（写真ａ㈱サッポット社製

ＧＳＨＰ－７Ｏ１）。これは地中熱対応としては世界初

のインバーターユニットである｡開発に当たっては、

コンパクトで自立的な性能試験装置も我々が開発し

て、部分負荷に対する最適制御条件を求めるのに利

用した。この結果、図４のＧＳＨＰの導入件数の年推

移にあるように、それまでは年間数台の導入件数だ

ったものが一気に４０件程度に跳ね上がった。これ

に引き続き、最大出力１０ｋＷの冷暖房兼用型も共

同開発し２００６年に市場投入を行った（同社製

ＧＳＨＰ－１００１）。これにより、本州への展開に弾み

が付き、現在では両ユニットを併せて毎年１００台

以上を販売するに至っている。

(2)地中熱システム設計性能予測ツール．Ｇ｢ound

Cluけの開発

ＧＳＨＰの設計において、国内には地中熱システ

ム設計ツールがなく、これもＧＳＨＰ普及のバリア

の－つであった。そこで、我々が世界での最先端を

ゆく独自の高速・高精度な計算エンジンを開発し、

それに直感的で分かり易いインターフェースを載せ

て地中熱システム設計性能予測ツール“Ground

Club・を完成させた。本計算手法、およびツール

は権利化されて、２００７年から北海道大学から使

用ライセンスを受けた会社が使い勝手を改良したバ

ージョンの頒布を開始した（図５、ゼネラルヒート

ポンプ工業㈱)。現在まで３０本以上が販売されて
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３．３自ら計画・設計に関与した事例

（１）世界初鋼管基礎杭利用地中熱ヒートポンプ空調
システム

２００６年４月に開学した札幌市立大学の看護学

１１

H兄岡ＨＩｉ匝晃、虹

図－４ＧｓＨＰの導入件数の年推移
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ている。２年度目の実績では、暖房運転時の平均

ＣＯＰは４８，－次側循環ポンプの消費電力量を加

味したＳＰＦは３２と高い値を達成した。ＣＯ２排出量

は１５tｏｎと，ガスボイラー方式に比べて６tｏｎ

(３０％減)，灯油ボイラー方式に比べると１５tｏｎ

(５２％減）削減された。

(2)多熱源ヒートポンプシステムを応用した北国の

パッシブ・□－エネルギー住宅

平成１９年１１月末に札幌市中央区に竣工した多

熱源ヒートポンプシステムを適用したコンクリート

外断熱工法によるパッシブ・ローエネルギー住宅に

おける環境システムの計画・設計・評価を行った

(写真５)。この住宅の延べ床面積は２０６，２、熱損

失係数Ｑ値は約０９Ｗ/ｍ２/K、二次側は低温度差床

暖冷房有し、居住者は親子4人である。入居後、年

部・新棟の教官棟（延床面積２．４００ｍ:,，写真３）

に，計５１本の建物の鋼管基礎杭（□径ＢＯＯ～

８００ｍｍの，長さ６～Ｓｍ）を地中熱交換器とした

システムが導入された（写真４）鋼管基礎杭を地

中熱交換器として利用した空調システムとしては世

界初となる．著者らは．札幌市の地中熱利用プロジ

ェクトチームに参画し、本システムの計画・基本設

計を行った。システムとしては、加熱能力６０ｋＷ

のヒートポンプユニットにより約３７℃の温水を製

造し、これを外調機の導入外気の加温に使用するも

のである（図６１また、夏期には７℃の冷水を製

造して外調機の導入外気を冷却しているが、このと

き冷凍機からの冷房廃熱は全て地中に放熱されてお

り、ヒートアイランド防止に寄与すると共に、冬季

の暖房で温度が低下した地盤の温度回復にも寄与し
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図一ＳＧＳＨＰシステム系統図

(外調機の導入外気の加温・冷却用）
写真一ｓ札幌市立大学の看護学部・新棟の教官棟
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～

５１本の鋼管基礎杭を敷設後に内部に水を充填フーチングの配筋から2本のＵチューブを取り出す様子
して２本のポリエチレン製Ｕチューブを挿入

写画一４鋼管基礎杭を利用したＧSHPの施工状況
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写真一ｓ札幌市内に建つパッシブ・ローエネルギー住宅 図－７年間エネルギーフロー(20ＯＢ年４月～2009年３月）

間のエネルギー収支の解明と室内温熱環境評価を行

い、運用方法の改善を模索している。図フに実測結

果から得られた、本住宅の年間エネルギーフ□－を

示す。冬季の平均室温は約２１℃を維持しながらも、

暖房時のＧＳＨＰのＳＰＦは３８を達成し、これによ

り年間の暖房・給湯・換気に要する電力霞は

２１４kWh/ｍ２/年と、非常にローエネルギーで中

立的な室内温熱環境を維持できることを明らかにし

た。これは熱的高性能な住宅に、高効率芯ＧＳＨＰ

による低温度差放射暖房を導入することにより得ら

れたものである。スイスの□－エネルギー建築の認

定制度であるＭｌＮＥＲＧＹでは、年間の暖冷房・給

湯・換気に要する電力量は２０kWh/ｍγ年以下と

いう基準がある。札幌はスイス各地に比べて暖房度

曰数が大きく、また曰本の生活スタイルでは給湯量

が欧州の２～３倍大きいことを勘案すると、本住宅

は十分にこの基準を満たしているといえる。

４．おわりに

言うまでもなく、ＣＯ２排出量の大幅削減には高効

率機器への転換による省エネルギーと自然エネルギ

ーや排熱の大幅な利用拡大は欠かせない。現実的で

最も効果的なのは高効率ヒートポンプと蓄熱システ

ム、曰本においてはデシカント空調、そして最適運

用システムであると考える。大学における環境設備

工学の研究の進む方向性もそこにあるのだが、常に

独創的で高度な研究を長年にわたり創造してゆくの

はなかなか難しいことを実感している。筆者らは新

たな材料や機器を独自開発してOnly-Oneを産みだ

し、それを元にHop-Step-jumpと羽ばたき、研

究成果を実社会に浸透させることにこだわって研究

を進めよう努力している。読者の皆様のご指導、ご

鞭燵、ご協力を賜りたいと切にお願いを申し上げる

ことで、研究室紹介の筆をおきたい。
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研究所拝見

清水建設株式会社技術研究所

清水建設株式会社

技術研究所企画部広報グループ

高木健治

施設・設備の改修等を経て、現在に至っている。１．はじめに

技術研究所は､技術の研究開発だけにとどまらず、

開発した技術を実証する場所、さらにはその成果や

情報を広く社会に発信して＜場所として位置づけら

れている。東京２Ｓ区内に立地するという交通上の

メリットを活かし、社内外と協力して、従来の建設

フィールドを超えた様々な分野の英知を結集・融合

する「開かれた技術研究所」を目指し、「オープ

ン・イノベーション」を推進するというコンセプト

のもと、研究開発に取り組んでいる。

具体的には、基盤技術にもとづく独自技術の研究

開発や社外からの受託研究、コンサルティングを実

施しているほか、多様な顧客ニーズに対して事業部

門と連携しつつ専門的視点から対応している｡また、

多彩な分野の学会活動により、学術界にも貢献して

いる。

1.2人員・組織

研究課発足当時は数名によるスタートであった

が、現在では従業員約２７０名（平成２１年３月末）

の組織となっている。このうち、研究員は約２００

名で、その半数以上が博士号を取得している。研究

員の出身学科は建築や土木に限らず、電気、機械、

化学、物理、薬学など多彩で、幅広い分野の専門家

を揃えている（図１）。

物理,衛生,地

悸
畷

辨
姦

電気
７％

図－１研究員の専門分野楢成

また、現在の組織は、以下の技術センターと管理

スタッフ部署で構成。お客様や社会が求める変化に

常に敏感な組織として、お客様のリクエストに応え

るだけでなく､その潜在的なニーズを引き出すサポー

トができるよう日々の研究開発に取り組んでいる。

・社会基鴫技術センター●生産技術センター

・次世代ＮＩＩ造技術センター●企画部

●地球環境技術センター●研究開発支援センター

●高度空間技術センター

●原子力施設技術センター

●総合餌析技術センター

写真－１技術研究所の全景（20OB年５月）

1.1沿革

１９４４年（昭和１９年)、当時の設計部の中に技

術研究所の母体となる「研究課」が設置された。こ

れが、清水建設技術研究所のはじまりである。

その後１９７２年に、研究開発関連の機能を東京

都江東区越中島に統合・集約し､各種実験棟を建設、
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２．施段紹介

技術研究所の施設は、本館と１０数棟の実験棟、

また、ビオトープ等の屋外実験スペースで構成され

る。清水建設の創業２００年にあたる２００３年に建

て替えた本館を中心に､いずれの実験棟においても、

実験研究機能のほか、関連技術を紹介する展示コー

ナーを設け、「技術のショールーム」として展開し

ている。

環境・省エネルギー機構のサステナブル建築賞、日

本免震構造協会の技術賞、曰経ニューオフィス實

等々、多くの賞を受賞している。

２．２風洞実験棟

２００５年７月に完成した風洞実験棟では、最大

３０ｍ/秒の風を発生できる風洞のほか､実体験風洞

降雪風洞などを備えている。直径４ｍのファンを持

つ回流式の風洞は、断熱性が高く温度制御が可能な

ため、高精度の風況予測が可能となっている。また、

高性能なPｌＶ（Pa｢ticlelmageVelocimet｢y）シ

ステムにより、風況をリアルタイムで計測できるほ

か、本来は眼に見えない風の「可視化」も可能とな

っている。

風洞実験棟では、世界で初めて水の浮力による免

震構造「パーシャルフロート」を採用している。重

量２９００トンの実験棟建物を巨大な貯水槽の中に

設置して、重量の約２分の１を水の浮力で支えるこ

とにより、建物底面部の免震装置の小型化を実現。

地震時に建物が地盤から受ける揺れの影響を、従来

の免震システムの３分の２程度に低減しているほ

か、建物の固有周期を長くできるため、長周期の揺

れにも対応可能となっている。

さらに、パーシャルフロートの貯留水は、余震に

対する構造安全性を維持したうえで大地震後の非常

用水源として利用することもできる。地震の揺れに

よる被害を回避するだけでなく、ライフラインの分

断にも対処できることから、ＢＣＰ（事業継続計画）

をサポートする総合的な防災機能といえる。

また平常時は、トイレ、空調用水、などの中水と

して再利用できるほか、夏場の気温と水温差を利用

して冷熱源として利用することも可能である。

２．１本館

２００３年１０月に完成した本館では、当社独自の

構造．材料技術、空調・照明技術、防耐火技術、情

報技術、緑化技術等をふんだんに取り入れている。

建物の中間階に免震システムを採用した柱頭免震

構造や、快適かつ省エネルギーを目指した床吹き出

し空調システムや躯体蓄熱システム、高い信頼性の

防耐火システム、情報セキュリティの向上と設備の

ファインチューニングのための|T技術等々、適用し

た最新技術をモニタリングしながら運用し、その効

果を実証している。

年間の省エネルギー率をみると、同様規模の一般

的なビルに比べて約４５％の省エネを達成してお

り、６０年間使用した場合の二酸化炭素排出塁につ

いても、同様に３５％削減となっている。また、完

成後に発生した震度4規模の地震時の加速度を観測

したところ、免震部分では非免震部分の約２分の１

に減衰されており、柱頭免震構造の効果が確認でき

た。

様々な最新技術を取り入れた本館は、各方面から

高い評価をいただき、建築業協会のＢＣＳ賞、建築

２．３クリーンルーム実験棟

１９８０年代にクリーンルーム実験棟とウルトラ

クリーンルーム実験棟を整備、業界に先駆けてクリ

ーンルームの需要に対応してきた。そして２００ア

年３月には、高度化・複雑化するクリーンレベルへ

の要求に応えるため、新しいクリーンルーム実験棟

を建設研究目的に応じたクリーンルームと分析実
験ゾーンを整備した。写真－２本館の外観

３４都市環境エネルギー第94号



統との協調を図ｂながら、二酸化炭素排出量削減に

寄与する新エネルギーの大璽導入が期待される。

技術研究所では、早くからマイクログリッドに着

目し、大学および異業種との共同研究を進めた。実

験棟内部での小規模実証実験を経て、２００６年８月

には、ＢＯＯｋＷ級の都市型マイクログリッドの実用

運転を開始した。これは、技術研究所の全電力需要

の５０％をまかなう規模であるほか、非常時（停電

時)の自寸運転も可能となっている。電源としては、

太陽光発電、天然ガスを利用するガスコージェネレ

ーション、急激な負荷変動に対応するニッケル水素

電池や電気二重層キャパシタを採用し、これらを協

調制御して対応している。

痴皖

ｌ息Li1t-LT；IIqil,0,,

--ｮさ］トポ，
一Ｆ二＝-.--画

写真－３風洞実験棟の外観左断面図

天井高１４ｍで建設業界最大規模となる「モック

アップクリーンルーム」では、大型化する製造装置

の実物や実物大模型を用いての実験が可能である。

微振動制御と免震性能を兼ね備えた高性能な免震機

構「マルチステップ免震」を適用し、曰常振動から

中・小地震、大地震まで、幅広い範囲で高い免震効

果を発揮している。

また、クリーン度を限りなくゼロに近づけた「ス

ーパーナノクリーンルーム」ては、塵や疾はもちろ

ん、ガス状汚染物質を１，９/ｍ3以下にできるほか、

水分制御も可能で、ナノレベルの超清浄な環境が必

要な生産施設向けの研究が可能となっている。この

｢スーパーナノクリーンルーム」の開発は、空気調

和・衛生工学会賞（技術賞）を受賞している。

さらに可視化技術やシミュレーション技術、分

子汚染対策技術、分析評価技術など、独自に開発し

た多様な技術を用いて、クリーンな環境が求められ

る生産施設や医薬品工場、医療施設、食品工場等、

多彩な顧客ニーズに最適なクリーン化技術の実現を

目指している。

》
謬
口
》
囚

図－２都市型マイクログリッドの概念

また、天候によって発電出力が変動する太陽光発

電の構成比率を、技術的な限界に近い50％まで高

めたシステムを、中国杭州電子科技大学の構内に展

開し、実証運転を行っている。

３．研究トピック紹介

技術研究所は、開発した技術を実証する場として

位置づけられている。以下では、最新の開発技術の

実証例（｢環境｣、「エネルギー」をキーワードとし

たもの）をいくつか紹介する。

３．２バイオマスのガス化発電・メタノール合成

紙ゴミや生ゴミなど、あらゆるバイオ系廃棄物を

短時間で効率よく電力や燃料に転換できる次世代の

エネルギーシステムを開発し、実用化に目処をつけ

ている。

これは、乾燥させたバイオ系廃棄物を高温熱分解

して発生させたバイオガスから、電力とバイオメタ

都市環境エネルギー第94号３５

３．１マイクログリッド

太陽光発電等の自然エネルギーを含む複数の発電

設備と蓄電設備をネットワーク化してエネルギー供

給を行うマイク□グリッド。電力需要の変化に合わ

せて設備群を最適制御し、安定的にエネルギーを供

給するシステムである。これにより、既存の電力系



ノールを取り出すシステム。昼間はバイオガスで発

電し、電力需要の下がる夜間はバイオメタノールを

合成して貯蔵する。微生物の発酵に頼るバイオエタ

ノール生成が数日かかるのに対して、一瞬で反応す

るため短時間で効率よくエネルギーに転換できる。

２００７年から技術研究所内の小型プラントによ

る実証運用を重ねているほか、２００９年には技術

研究所からほど近い東京木工場の敷地内で、より大

規模なプラントの運用を開始した。

写真－４屋上ピオトープの例（本館）

し

４おわりに

安全・安心は、いつの時代も変わらない清水建設

技術研究所の基本的な取り組み技術分野である。こ

れに加え、地球環境に配慮した省エネ技術や二酸化

炭素排出量を抑える新しいエネルギー技術を駆使し

てカーボンマネジメントを実現すること、また、情

報通信技術を取り入れた快適な空間創りや長寿命の

建物を実現していくことも、我々の課題である。

また、青少年に「ものづくり」や建設への興味を

もってもらうため、ＣＳＲの一環として「シミズ・

オープン・アカデミー」という公開講座を開設して

いるほか、（独）科学技術振興機構が主催する高校

生向けの体験学習プログラム｢サイエンスキャンプ」

にも継続的に参加している。

「技術のショールーム」を標梼し、「オープン・

イノベーション」を展開する技術研究所では、昨年

度1年間で９０００名近いお客様の来所を数えた。こ

れは、施設リニューアル以前（２０００年頃）の約２

倍である。今後も、この場で様々な分野の専門家と

交流するとともに、地域社会や学生､子供たちなど、

あらゆるステークホルダーにとって解り易い成果を

開発、発信していきたいと考えている。

鰯

原画J１坪m2,IBA式困1カ回リーカス作ゴーや卜卸(＋jn.ｽﾀﾝｸ.9綱R⑭

図－３ガス化発電・バイオメタノール合成装圃概要

ａｓ都市緑化（ビオトープ、壁面緑化）

ビオトープ､屋上緑化壁面緑化等の緑化技術は、

環境保全や環境創造にとどまらず、地球温暖化防止

技術の1つとしても注目されてきている。

技術研究所では、２０００年頃より屋上ビオトー

プをはじめとする都市域建物の緑化に着目し、研究

開発を進めてきている。先に述べた新本館では、

２００３年の完成時に屋上ビオトープの実証施設を

導入し、その効果等のデータを蓄積している。建物

屋上に設置するため軽箪化を図った面積約１７５，２

のビオトープには、池.川等の水辺空間も配置した。

当初１５０種だった草本類は、現在２７０種に増え、

約２０種近い鳥類や約２００種の昆虫類の飛来も観測
している。

また、敷地中央には、「再生の杜」と称する約

２０００，２のビオトーブ（地上）やユニットタイプ

でメンテナンスが容易、かつデザインが可能な壁面

緑化「パラビエンタ」等、多彩な都市緑化技術を展
開している。

３６都市環境エネルギー第94号



新会員紹介

都市環境エネルギー研究の社会的地位向上
を目指して

金島正治曰本大学理工学部大学院不動産科学専攻教授

１．協会との関係

私は、大手ゼネコンの環境エンジニアリング関連

部門に３０年強、籍を置き、地域冷暖房の研究・開

発、企画・設計・施工・管理とすべての分野に携わ

り、日本各地の地域冷暖房施設の企画や受注競争、

さらには設計・施工に手を染めてまいりました。ま

た、海外の地域冷暖房も視察に留まらず、中国の地

域暖房施設のコンサルタントやファイナンスの確認

など様々な分野で活動をしてまいりました。曰本の

地域冷暖房研究の草分けであられる尾島先生の活躍

に啓発されて都市環境の分野に入り、本協会の前身

である任意団体の時からお世話になり、大学時代か

ら数えて通算４０年強と永きにわたり地域冷暖房に

携わっております。今般、日本大学理工学部不

動産科学専攻に職を得て、新規に新会員として貴協

会の活動に参加させていただき、前職で企画推進し

ていました新エネルギーの利用や排出権取引の経験

を活かして、都市環境エネルギー協会の名前に恥じ

ないような研究や普及活動に協力させていただきま

す。

動産学部として前述した都市計画、経済、法律、環

境など様々な学科群からなる研究分野として確立し

ています。我が国ではこの分野で大学院を設置して

いる大学は二校に過ぎず、総合研究の分野では世界

的に後れをとっている社会科学分野ですが、都市環

境問題が叫ばれている今こそ研究を推進し、生きた

学問分野とすべきです。

３．私の研究分野

授業では、奇しくも貴協会の名前に酷似した、都

市エネルギー特論と環境システム解析を担当してお

ります。都市のエネルギー供給システム（電力、ガ

ス、石油、水、情報等）についてエネルギー自由化

の影響および環境配慮による供給コストの変動につ

いて資源問題や環境税の実態など海外の実情を踏ま

えて解説し、企業の社会的責任の在り方と合わせて

自主研究をしながら講義しております。

関連する情報は、意図を持って収集せねば集まり

ませんので、協会委員の方々にお教えを請うことが

ありますので、よろしくご教示ください。

また、温暖化ガス削減２５％に向けて社会も動き

そうですが、環境規制が強化される中、新エネルギ

ーの活用と排出権の活用が不動産価値に対してどの

ような影響を及ぼすか研究中です。

２大学における研究・教育

日本大学理工学部不動産科学専攻とは、都市

政策、都市財政、都市交通、都市景観などの都市計

画に関連する分野と都市エネルギー、都市環境シス

テム、都市防災など都市環境に関連する分野および

不動産法律、不動産鑑定、不動産金融、不動産税制

不動産経済不動産事業など不動産に関連する分野

を幅広く研究・教育する専攻であります。教授陣に

は工学博士、経済学博士、弁護士など各分野からの

多彩な人材を擁しています。

我が国では、不動産というと拝金主義的な実学中

心の専攻と思われがちですが、欧米・アジアでは不

4．協会への期待

地域冷暖房の枠に留まらず、都市におけるエネル

ギー問題を都市計画と資源供給計画および環境計画

を複合的に捉える自主研究が実施できる会員の拡充

のため、幅広い勧誘による会員増加を期待しており

ます。

都市環境エネルギー第94号３７



協一ユース

政策委員会からのトピックス
(1)政策委員会は２１年度の活動計画の１つである、

「自治体との意見交換会」及び「国交省との意見

交換会」を実施しました。

概略について、以下に報告をします。

□地方自治体意見交換会（６月１７曰開催）

・出席者：特別会員嫌'１；lll崎市、舂曰部市、東京

都千代田区十政策委員会、協会事務局

・議事：協会側からの情報提供（関連協会活動、受

託研究等一覧)、自治体からのエコまちづ

くり事業.２１こ関する計画等報告、討議

(各自治体の抱える課題）

①地方都市は低炭素都市づくり立案（交通系、緑地

系事業に集中）に際してのエネルギー系事業の提

案、具体化に腐心。市行政としてのそれら対策・

ツールが不足。

②大都市を含めて既成市街地の省エネルギー・省

ＣＯ２対策契機が見出せず、施策展開の方途不在。

③地方都市の中心市街地のCO2発生源は大規模小売

店等特定の施設に集中、その対策に腐心。

④一部都市で、産業部門対策を重視する環境部局と

まちづくりでの対策を模索する都市部局の連携が

課題。

(協会としての支援の可能性）

①低炭素都市づくりに有効な幅広い面的エネルギー

システムについての情報提供

②上記に関する国交省他各省庁の助成・支援事業に

関する情報提供

③上記に関する協会会員各社の保有する製品・シス

テム・ノウハウ情報の集約・提示

④都市レベル（ＧｌＳデータ活用エネルギーマスター

プラン等）～地区レベル（建設会社・エネルギー

事業者データ活用エネルギーマネジメントシステ

ム等）のエネルギーシステム構築支援

⑤地区レベルの耐震改修等、他事業との－体型省

ＣＱ改修新事業スキームの検討・提案

ｎ国十交通省意見交換会（７月１０日開催）

・出席者：国土交通省市街地整備課十政策委員会、

協会事務局

・議事：国交省からの情報提供（エコまちづくり事

業の２２年度予算要求情報、都市政策の基

本的な課題と方向検討小委員会情報、エコ

まちづくり事業事例研究会報告ほか)、協

会からの情報提供（東京都環境確保条例改

正経過、自治体意見交換会ほか)、討議

(自治体への協会としての支援の方向）

①自治体の低炭素都市づくりに際しての'情報・ツー

ル不足に対応した、協会からの情報提供は有効。

情報提供手段は中立性が必要で、協会名での場づ

くり、情報提示が妥当。

②そのための会員企業情報・実績の集約を急ぐ。

③地区単位のエネルギーマネジメント計画支援は興

味深い。協会側に受け皿をつくり、国が支援する

スキームは検討の余地あり。

④国交省、自治体との意見交換を、相互連携をとり

ながら、継続的に進める。

(2)政策委員会では、特別会員である自治体への協力

の１つとして、会員の実績などを提供し、今後の

低炭素型まちづくりの推進に際しての参考として

いただくため、意見交換会案内の際、以下の例を

紹介していきます。今後も適宜事例紹介を行う予

定です。会員の皆様で、実績の紹介を希望される

際は、事務局までご連絡下さい。

①実績紹介例

・ソニー本社（ソニーシテイ）の下水熱利用空調シ

ステム（東京電力）

・東京ガス中原ビルのソーラークーリングシステム

（東京ガス）

・新横浜地区の横浜市建物間熱融通ＥＳＣＯ事業

事例（東京ガス）

・トランスヒートコンテナ（三機工業）

＊１：特別会ロは協会の珊業等に賛同した団体で、２０年腰より、協会
が今後事業の展開のため、積剛的に関係を持っていくため．環境モデ
ル離市応募およびエコまちづくり事藁対象の自治体に対して入会を働
きかけ、現在１１自治体が加入している。

＊２：エコまちづくり事業（先導的都市頂境形成促進事業）は、国土交
通省が２０年度創設したもの。低炭素型郁市づくり挺進のため、襲約
拠点霧において交通、緑化エネルギー等各分野の先導的環境対策を
公民で包括的に行う場合、その計画策定、関係者間のコーディネータ
ーや社会実験．実証実験等の実施を支掘する。２０年度は３５都市が選
定された。

３８都市環境エネルギー第94号



協一ユース

エコまちづくり事業事例研究会開催報告

(社）都市環境エネルギー協会広報部

エコまちづくり事業事例研究会（環境配慮型街づ

くりに向けた実務者のための事例研究会）は、平成

２１年７月３日に国土交通省主催、（社）都市環境エ

ネルギー協会協力のもとで東京丸ビル内エコッツェ

リアを会場に開催しました。

会場には全国の自治体職員を主に１３０名を超え

る聴講参加がありました。

先ず松田市街地整備課長より挨拶と、エコまちづ

くり事業の現状とエネルギーの面的利用の展開につ

いて各地の取組状況を民間と自治体の両者から発表

頂＜という研究会の企画諏旨が話されました。

次に基調講演として、横浜国立大学大学院佐土原

聡教授よ、「低炭素型まちづくりに向けた取組の視

点」と題し、低炭素化はエネルギー消費里の削減と

環境負荷の少ないエネルギーの活用が重要との趣旨

とその具体的内容の説明がありました。

引続き開催の主要テーマである「工．まちづくり

事業各地の取組の現状と課題について」は以下の皆

様から事例発表を頂きました。（協会会員には当曰

配布資料を別途送付済です｡）

○芝浦特機株式会代表取締役新地哲已

「太陽光発電と不動産業と電気自動車を組み合

わせた新ビジネス方式により事業展開」

○大和ハウスエ業（株）東京支社

マンション事業部技術部課長木下基一

（株）大阪テクノクラート代表取締役

峯考弐

「集合住宅の太陽熱利用システム」

○東京電力（株）

神奈川支店エネルギー営業部長小早Ⅱ|智明

「未利用エネルギー（下水処理水等）を活用し

た取組」

○トヨタ自動車（株）技術企画統括センター中長期

戦略企画室羊杳松本優

「サステイナブル・モビリティ実現に向けた卜

ヨタの取り組み」

○北九州市建築都市局総務企画部低炭素先進モデル

街区担当課長吉田文雄

「環境に配慮した都市づくり戦略」

○豊田市都市整備部都市整備課課長加藤国治

「市街地整備と一体となった環境対策の実現に

向けて」

○安城市都市整備部南明治整備課課長神谷正彦

「安城市のエコまちづくり事業」

発表の最後に基調講演をされた佐土原教授より

｢面的広がりと低炭素化に向けた有力な情報を共有

できた。事業者、自治体の熱意と低炭素化の時代要

請を受け、これからは社会的仕組みが後押しする段

階」との総括説明があり、研究会を終了しました。

また、研究会終了後、引続き会場内で本協会主催の

懇親会を開催し、本協会尾島敏雄理事長、松田市街

地整備課長の挨拶に始まり、発表者や全国からの参

加者が情報交換を行いました。

研究会

懇親会

都市環境エネルギー第94号３９



協一ユース

第１Ｓ回都市環境エネルギーシンポジウム開催報告

平成２１年１０月１４日、東京ウィメンズプラザに

て開催致しました。今年度は環境位置付けでテーマ

も「環境モデル都市における都市環境インフラの実

践一低炭素型都市づくりの計画調査から実践事業化

の時代へ一」としました。

プログラムでは、はじめにご講演をお二人の先生

から頂きました。

「低炭素社会に向けた環境モデル都市の取り組み」

独立行政法人建築研究所理事長村上周三

.「環境マインドと都市風景」

早稲田大学創造理工学部教授佐々木葉

先ず、村上失牛から都市主導の低炭素化実現にお

ける環境モデル都市の役割の重要性を国際的な観点

を踏まえて解説いただき、続いて、佐々木先生から

は景観と環境について、歴史・社会･心理的観点を

加えた評価の考え方、人々の意識の重要性をお示し

頂きました。

休憩の後、講演を受け尾島理事長をコーディネー

ターに下記の皆様でパネルディスカッションを行い

ました。

・内閣官房地域活性化統合事務局参事官河本光明

・国土交通省市街地整備課長望月明彦

・環境省水・大気環境局大気生活環境室長

土居健太郎

・北九州市建築都市局計画部長筒井豊彦

・飯田市産業経済部部長粂原和代

はじめに各パネラーにより地域特性を生かした

多様なエネルギーの活用や緑化等の推進、それに必

要な基盤整備と制度・組織作り、行政・民間の適切

な役割分担と支援・協力の推進等の方向性が示さ

れ、その後台パネラーにより省CO2に向けた今後の

都市構造のあり方等について、活発に意見交換が行

われました。

今回のシンポジウム会場には１５３名と多数の来

場があり､大変有意義なシンポジウムとなりました。

また、翌１０月１５日池袋地域冷暖房株式会社

の「リコンストラクション｣の見学会を行いました。

対象事業は地域冷暖房リニューアル事業のモデルに

もなる注目の事業で、設備更新の特徴と効果につい

て､計画準備から工事実施までの経過の説明を受け、

参加者一同大変興味深く見学させて頂きました。参

加者は定員を超過する４４名で、ご説明等で先の企

業の皆様に大変お世話になりました。

パネルディスカッション

会場

見学会
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新曰鉄エンジニアリング株式会社
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環境性と経済性を両立する。これからの技術「ヒートポンプ」
空気中のＩＨＩを汲み上げ、少しの電気で多くのエネルギーを作り出すことができる

「ヒートポンプ」が今、地球沮阻化防止の切り札として注目されています。

この技術を空圏に利用することで、ＣＯ２の排出丘をおさえ、iMIHR電力も削波できるので経済的。

つまり、これからの地球と企桑にやさしいシステムなのです。

今こそ、環境のことを考えて「沼効率ヒートポンプ室田」はじめませんか？

空鯛股備の新設.改修に関するお問い合せはＯ６－７５０１－Ｏ２１６関西電力お客さま本部ｴﾈﾙｷﾞｰ営業ｸﾞﾙｰﾌﾟまで。

４２都市環境エネルギー第94号

｢高効率ヒートポンプ空調｣で、

環境空間ができあがる。
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遠隔支援型エネルギー管理システム

通信ネットワークを利用してキメの細かい監視･分析によりエネルギーの無駄を省きます。

〒170-8466束京都理島区東池袋4-5-2（ライズアリーナピル）

TEL：O3-592B-BOO1(代）wwwhitachi-pt､CO・jｐ、株式会社日立ﾌﾟﾗﾝﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

アリンクズヲム でＪ戸

し詩す６

JＦＥJFEエンジニアリングは最先端の技

術で、省エネルギー、末利用エネル

ギーを活用し、地球環境に配慮した

エンジニアリングを展開します。
」ＦＥエンジニアリング株式会社

＜営業品目＞

地域冷暖房熱供給導管

コージェネレーション

オンサイトエネルギー供給システム

エネルギーエンジニアリング事業部

ガス導管部都市・産業エネルギー営業室

〒230-8611

横浜市鶴見区末広町2-1

ＴＥＬ＜045>505-7840 ＦＡＸ＜045>505-7620
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私たちのフィールドに限界はありません．つくり続けたい．明日&グランドデザイナー・カジマ． ｗｗｗｋａｊｉｍａ,ＣＯ・jｐ

曰建設計
代表取締役社長岡本慶一

曰建設計は.建築物の設計･監理､都市計画を中心に建築と都市のライフ

サイクル全般にわたる調査･企画･コンサルティング業務を行う総合設計
事務所です

京
阪
屋
州

古
東
大
名
九

東京都千代田区飯田橋２－１８－３Ｔｅ［（03)5226-3030
大阪市中央区高麗橋４－６－２Tpl．（06)6203-2361

名古屋市中区栄４－１５－３２ＴｅI．（052)261-6131

福岡市中央区天神１－１２－１４TGL（092)751-6533

北海道（札幌）・秋田・東北（仙台）・神奈川（横浜）・静岡・北陸
(富山）・京滋（京都）・神戸・中国（広島〉・北九州・熊本・鹿児島
･沖繩（那覇）・上海・大連・ドバイ・ハノイ・ホーチミン・ソウル

支社･支所

http://WWW・nikken・cｏＪｐ
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『重工の地域冷暖房プラント
トータルエンジニアリングによる高い安全性と経済性

高精度シミュレーション技術による省エネルギー
プラント制御技術(台数制御･予測制御等)による省力化
S次元配管ＣＡＤシステムによるスマートなレイアウトと霄易な保守･管理
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亀《【蕊ｴｯｸｽ都市研究所鐘>〈 地域づくり・まちづくり

都市・社会システム基感づくり
環境・資漁・エネルギー

〒１７１－ＣＯＳＳ東京都豊島区高田二丁目１７番22号
目白中野ビル６FTELO3-5g56-7501（代表）

政策研究・政策提言
海外技術協力
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雨一’機関紙『地鰯冷暖房』（l曰称）
ＣＤ－ＲＯＭ版（１号～ﾌﾌﾆ）

社団法人都市環境エネルギー協会では、これまでに発行した機関紙（１号～77号）をまとめて
ＣＤ－ＲＯＭ化し頒布しております

地域冷暖房に関する貴重な技術情報であるだけでなく、地域冷暖房の歴史、変遷を知ることがで
きます。

会員２，５００円

一般３，５００円

(送料別途）
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五コラム
民主党政権になり、日本もついに２大政党の時代がやってきました。

この政権交代により．社団法人である当協会へも影雪があると思われます。実は、当協会は、この政権交代により．社団法人である当協会へも影雪があると思われます。実は、当協会は、この政椛交代という転機だけでは

なく、大きな節目を迎えています。公益法人制度改革に対しての対応を含め、名称変更後の活動や財政基観の整備等課題は山稲し

ています。

昨ff亘度から取組んでいる自治体との連挽強化も、特別会員として１１自治体が加入していただいており、加入自治体との息見交

換会の実施など、今後の協会の進む道をスタートさせています。

しかし、－万財政画の強化では、現実的な対応策が図られてなく、今後の協会迦営に一抹の不安があります。

これからどんな法人をめざしていくのか、今．真剣に考えていく時期になっています。

そJrlには、協会を支えている会員が、自分たちの問題として、検討し行動していくことが重要と思われます。

現在．中期の行動計画をＷＧで検討していますが、協会の全ての委員会で、より活発に本質的な、かつ具体的な意見を挙げてい

って欲しいと思います。今までに無かったような大胆な意見が必要なのではないでしょうか。

政桁が変わる、という大きな転換期だからこそ、協会も大きな転換を図っていきましょう。

㈹都市環境エネルギー協会事務局長水谷康幸

后

●広報委員会

委日長三室真彦〔新日鉄エンジニアリング松〕

ａＩ委口長牧野伎亮〔松間電工〕

姜口有賀紀夫〔JFEエンジニアリング,㈱〕／加用真実（脆瓜廼般I欄〕

坂□ひろし〔大阪ガス㈱〕／牧野１１１１行〔荏原冷熱システム㈱〕
宮本和彦〔日本頂坑技研㈱〕／渡週聡〔東洋熱工典㈱〕／波湿真次〔新日本空鯛㈱〕

珊務局中村司朗
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